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重要なお知らせ

･新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、

極力、書面またはインターネットにより事前の議

決権行使をいただき、株主総会当日のご来場をお

控えいただきますようお願い申しあげます。

･今後の状況変化により、開催日時・場所の変更、

その他運営に大きな変更趣生じる可能性がござ

いま武｡その場合は適宜当社ウェブサイトにて
お知らせいたしますので、ご確認いただきますよ

うお願い申しあげます。
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議決権行使期限：2020年6月24日（水曜日）
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証券コード 9503

2020年6月5日

株主
塁
ロ 位

大阪市北区中之島3丁目6番16号

関西電力株式会社

取締役社長森本 孝

第96回定時株主総会招集ご通知

拝啓株主のみなさまには、平素から格別のご高配を賜わり厚くお礼申しあげ､ます。

さて、当社第96回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

株主のみなさまにおかれましては、新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、極力、書

面またはインターネットにより事前の議決権行使をいただき、株主総会当日のご来場をお控えい

ただきますようお願い申しあげ､ます。

お手数ですが、議決権の行使につきましては、83頁から85頁に記載の｢議決権の行使について
のご案内｣をご確認のうえ行っていただきますようお願い申しあげます。

敬具

記

1 ． 日時 2020年6月25日（木曜日）午前10時

2．場所 大阪市住之江区南港北2丁目1番10号

ATCホール

3． 目的事項

報告事項 ］20'9年度朏:鱈閾,昌巽)事業報告の内容､連結計算書類の内容
ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

22019年度脇:蝿鄙,昌巽)計算書類の内容報告の件
決議事項

く会社提案（第1号議案から第3号議案まで)〉
第1号議案剰余金の処分の件

第2号議案定款の－部変更の件

第3号議案取締役13名選任の件
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〈株主(28名)からのご提案(第4号議案から第10号議案まで)〉

第4号議案定款一部変更の件(1 )

第5号議案定款一部変更の件(2)

第6号議案定款一部変更の件(3)

第7号議案定款一部変更の件(4)

第8号議案定款一部変更の件(5)

第9号議案定款一部変更の件(6)

第10号議案株式報酬制度廃止の件

招
集
ご
通
知

〈株主(116名)からのご提案(第11号議案から第19号議案まで)〉

第11号議案剰余金処分の件

第12号議案取締役解任の件

第13号議案定款一部変更の件(1 )

第14号議案定款一部変更の件(2)

第15号議案定款一部変更の件(3)

第16号議案定款一部変更の件(4)

第17号議案定款一部変更の件(5)

第18号議案定款一部変更の件(6)

第19号議案定款一部変更の件(7)

〈株主(3名)からのご提案(第20号議案および第21号議案)〉

第20号議案定款一部変更の件(1)

第21号議案定款一部変更の件(2)

〈株主(2名)からのご提案(第22号議案および第23号議案)〉

第22号議案定款一部変更の件(1 )

第23号議案定款一部変更の件(2)
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〈株主(1名)からのご提案(第24号議案から第28号議案まで)〉

第24号議案定款一部変更の件(1)

第25号議案定款一部変更の件(2)

第26号議案定款一部変更の件(3)

第27号議案定款一部変更の件(4)

第28号議案定款一部変更の件(5)

〈株主(1名)からのご提案(第29号議案)〉

第29号議案定款一部変更の件
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･次の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、インターネット

上の当社ウェブサイト (https://www.kepco.co.jp/ir/stockholder/meeting/
index.html )に掲載しており、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

①連結計算害類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」

②計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」

･上記の事項につきましては、監査役および会計監査人が監査報告を作成するに際し、

監査をした連結計算書類および計算書類の－部であります。

･株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場

合は、インターネット上の当社ウエブサイト (https://www.kepco.co.jp/)に掲
載させていただきます。
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(添付書類）

事 業 報
生
ロ

2019年4月1日から
2020年3月31日まで

1 ．企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過およびその成果

はじめに、当社の役員等が社外の関係者から金品を受け取っていた問題等により、株主のみな

さまに、多大なご迷惑とご心配をおかけいたしましたことを、深くお詫び申しあげます。

本問題については、客観的かつ徹底的な調査を行うため、昨年10月、中立・公正な社外委員の
みで構成される第三者委員会を設置し、本年3月14日に調査報告書を受領しました。報告書では、
当社グループの役職員合計75名が、社外の関係者から総額約3億6千万円相当の金品を受領して
いたこと、社外の関係者の要求に応じる形で、個別の工事等や発注予定額に見合う工事等を発注

することを約束し、実際に発注を行っている場合もあったこと、また本問題発覚後の当社の対応
に関し、執行部による監査役への報告が遅滞したこと、さらには取締役および監査役が取締役会
に報告せず、その結果、本問題の公表について取締役会で議論されなかったことなどに関して、
コンブライアンス意識の欠如や、ガバナンスの深刻な機能不全であったと評価されました。

また、同報告書では、－部の元役員へ退任後にI属託等の業務を委嘱した際の報酬について、修
正申告時の追加納税分の補填の趣旨が含まれており、正当性を認めることは困難であること、あ
わせて、過去の経営不振時の役員報酬カットに対する補填の趣旨も含まれていることが指摘され
ました。

これらの問題により、経済産業大臣から電気事業法に基づく業務改善命令を受け、本年3月30

日、再発防止に向けた業務改善計画を提出しました。

当社グループは、本改善計画の実行などにより経営の刷新に取り組み、信頼回復に全力を尽く
してまいります。

事
業
報
告

2019年度の当社グルプは、将来を見据えてあらゆる分野で変革に取り組むことで、お客さま
や社会に新たな価値を提供するため、昨年3月に策定した「関西電力グルプ中期経営計画
（2019-2021） 」に基づく諸施策を着実に推進いたしました。

当年度の連結収支の状況については、収入面では、ガス・その他エネルギー事業の売上高が増
加したものの、電気事業において、小売販売電力臺の減少や電気料金の値下げにより、電灯電力
料収入が減少したことに加え、地帯間・他社販売電力料収入が減少したことなどから、売上高（営
業収益）は3兆1 ,842億円となりました。これに営業外収益を加えた経常収益合計は前年度を
1 ,241億円下回り、 3兆2,359億円となりました。一方、支出面では、ガス．その他エネルギー事
業の売上の増加に伴い費用が増加したものの、経営効率化により徹底した諸経費の節減に努めた
ことに加え、小売販売電力菫および地帯間・他社販売電力舅の減少ならびに為替．燃料価格の変
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動により燃料費が減少したことや、減価償却方法の変更等により減価償却費が減少したことなど

から、経常費用合計は前年度にくらべて1 ,320億円減少し、 3兆244億円となりました。この結
果、経常利益は2，115億円となりました。

また、国際事業の投資案件における損失により241億円を特別損失に計上いたしました。以上

の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は1 ,300億円となりました。

当年度の期末配当については、 2019年度の業績および2020年度以降の収支状況や、引き続き

財務体質が改善しつつあることなど、経営環境を総合的に勘案し、 1株当たり25円といたしたい
と存じます。

事業別の業續については、次のとおりであります。

a.電気事業

当年度の小売販売電力室は、冬場の気温が前年度にくらべて高く推移し、暖房需要が減少した

ことや、契約電力が減少したことなどから、 1 ，129億9千万キロワット時と前年度にくらべて
41％の減少となりました。その内訳を見ますと、 「電灯」については、348億3千万キロワット

時と前年実續を7.5％下回りました。また、 「電力」については、781億6千万キロワット時と前
年実績を2.5％下回りました。

売上高については、小売販売電力菫の減少や電気料金の値下げにより、電灯電力料収入が減少

したことに加え、地帯間・他社販売電力臺の減少により、地帯間・他社販売電力料収入が減少し
たことなどから、前年度にくらべて1 ,628億円減少し、 2兆5,054億円となりました。

一方、支出面では、経営効率化により徹底した諸経費の節減に努めたことに加え、小売販売電

力臺および地帯間・他社販売電力臺の減少ならびに為替・燃料価格の変動により燃料費が減少し
たことや、減価償却方法の変更等により減価償却費が減少したことなどから、経常費用が減少し

ました。この結果、経常利益は前年度とくらべて132億円減少し、 1 ,238億円となりました。

原子力プラントについては、高浜発電所3， 4号機、大飯発電所3， 4号機が本格運転を行っ
ておりますが、高浜発電所3， 4号機は、2019年度の定期検査において、蒸気発生器の伝熱管
の損傷が認められました。そのため、高浜発電所4号機においては、定期検査工程が当初の予定
から1箇月半程度遅れて運転を再開しました。高浜発電所3号機においては、現在、詳細調査を
実施しております。

高浜発電所3， 4号機の特定重大事故等対処施設については、本年の定期検査の中で完成する
予定としております。その他の原子力プラントについては、早期完成に向けて引き続き最大限の
努力を継続してまいります。

運転期間延長の認可をいただきました高浜発電所1 ， 2号機および美浜発電所3号機について
は、再稼動に向けた工事を進めております。

一厘一
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また、大飯発電所1 ， 2号機については、既に廃止措置計画の認可を受けた美浜発電所1 ， 2

号機と同様に、昨年12月に認可を受けた廃止措置計画に基づき、廃止措置を実施してまいりま

す。

当社は、本年3月、高浜発電所1 ， 2号機の安全対策工事の一環として実施していたトンネル

掘削作業中、作業員1名の方がお亡くなりになるという重大な事故の発生を重く受け止め、再発

防止対策を確実に実施するとともに、今後、工事期間の見直しも必要に応じて実施し、安全を最

優先に取り組んでまいります。

再生可能エネルギーの開発・活用については、当年度は、開発中案件を着実に推進するととも

に、秋田県秋田港および能代港における洋上風力発電事業などの新規案件にも参画いたしました。

引き続き「低炭素」のリーディング､カンパニーとして、積極的に推進してまいります。

事
業
報
告

b.ガス・その他エネルギー事業

売上高については、ガス事業において、ガス販売菫が増加したことなどから、前年度にくらべ

て334億円増加し、3,337億円となりました。

一方、支出面では、ガス事業などの売上の増加に伴い経常費用は増加しました。

この結果、経常利益は前年度にくらべて149億円増加し、450億円となりました。

国際事業については、建設中であったラジヤマンダラ水力発電所（インドネシア）およびナム

ニアップ1水力発電所（ラオス）の運転を当年度に開始しました。今後も英国配電事業など、既

存プロジェクトの安定的な収益獲得に努めていくとともに、新規プロジェクトについても厳選し

て取り組んでまいります。

c. '|胄報通信事業

売上高については、コンシユーマサービスの加入者が増加したことなどから、前年度にくらべ

て28億円増加し、 2,203億円となりました。

一方、支出面では、徹底したコスト削減に努めたものの、売上の増加に伴い経常費用が増加し

ました。

この結果、経常利益は前年度にくらべて21億円増加し、 341億円となりました。

d.生活・ビジネスソリューション事業

売上高については、不動産事業において、住宅事業分野における売上が増加したことや、賃貸

物件の竣工・取得により賃料収入が増加したことなどから、前年度にくらべて31億円増加し、

1 ,247億円となりました。

一方、支出面では、徹底したコスト削減に努めたものの、不動産事業において、住宅事業分野

における販売コストや開発コストの増加に伴い経常費用が増加しました。

この結果、経常利益は前年度にくらべて14億円減少し、205億円となりました。
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売上高（連結） 経常利益（連結）
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(2) 対処すべき課題

◎金品受取り問題等を踏まえた再発防止に向けた取組み

当社グループは、当社の役員等が社外の関係者から金品を受け取っていた問題等により、事業

活動にとって最も大切な、お客さまや社会のみなさまから賜わる信頼を失墜させてしまいました。
第三者委員会の報告書では、ガバナンスやコンプライアンス、工事発注、役員退任後の嘱託等

の報酬に関する問題等、様々な観点から指摘を受け、これらの問題の根本的な原因は、 「ユーザ
ー目線」の欠落と、コンブライアンスよりも業績や事業活動を優先する内向きの企業体質にある
と結論づけられました。

当社は、本報告書の内容を厳粛かつ真蟄に受け止め、電気事業法に基づく業務改善命令に対す
る業務改善計画を取りまとめ、去る3月30日に、経済産業大臣に提出しました。

当社グループは、お客さまに選ばれ、社会から必要とされる企業であるために、失った信頼を

再び賜わることができるよう、本改善計画において策定した次の3つを柱とする再発防止策を、
全力を挙げて速やかに実行してまいります。

再発防止策の主な内容は、次のとおりであります。

事
業
報
告

①コンブライアンス体制の抜本的強化とコンブライアンスを重視する組織風土の醸成
コンブライアンスに係る監督機能を強化するために、委員長を社外委員とし、過半数を社外委

員で構成する「コンブライアンス委員会」を取締役会直下に新設し、外部の客観的な視点を重視
したコンプライアンス体制の再構築に取り組んでおります。

コンブライアンス委員会は、コンブライアンス推進に係る基本方針や役員に関する問題事象の

対処方針等について、審議および承認を行うとともに、社長等執行に対するコンブライアンス上
の指導、助言および監督ならびに取締役会への定期的な報告等を行います。

また、コンブライアンス推進に係る基本方針等を網羅的に見直すとともに、コンブライアンス

等に係るトレーニングおよび研修の強化により、コンブライアンス意識の醸成・徹底に取り組ん
でまいります。

②工事の発注・契約に係る業務の適切性および透明性を確保するための業務運営体制の確立
工事の発注・契約等に係るルールを明確化するとともに、工事の発注・契約手続き等および寄
付金・協力金拠出手続きについて、新設した「調達等審査委員会」が外部の専門家の視点で事後
審査する仕組みを構築することにより、業務の適切性、透明性を確保してまいります。

③新たな経営管理体制の構築

取締役会の監督機能を強化すべ＜、執行と監督を明確に分離し、外部の客観的な視点を重視し
た実効的なガバナンス体制を構築することを目的に、指名委員会等設置会社に移行いたします。
「指名委員会」 、 「報酬委員会」および「監査委員会」のいわゆる法定3委員会は、過半数の委
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員を社外取締役で構成することに加え、各委員長も社外取締役とするなど、外部の客観的な視点
を取り入れます。

また、本問題の大半が原子力事業本部においてなされたことを踏まえ、コンブライアンスを所
管する本部長代理を設置するなど、原子力事業本部に対する実効的なガバナンス体制を構築して
まいります。

なお、役員退任後の嘱託等の報酬に関する問題については、全額回収の目途が立っており、今
後、新たに顧問等を委嘱する場合、指名委員会および報酬委員会において、その委嘱の必要性お
よび報酬について厳正に審議し、取締役会で決定することにより、客観性を確保してまいります。

本年4月に事業を開始した関西電力送配雷株式会社においても、業務改善計画に掲げた再発防
止策のうち、必要な施策を確実に実行してまいります。

当社グ､ループは、これらの施策を着実に実行し、誠実で、透明性の高い開かれた事業活動を実
現することで、再び信頼を賜わり、お客さまから選ばれ、社会から必要とされる「新たな関西電
力の創生」を目指してまいります。

◎関西電力グループ重点取組み（2020）

2020年度は、 「新型コロナウイルスへの対応」と「業務改善計画の完遂を通じた信頼回復」
を「関西電力グループ菫点取組み（2020） 」として位置づけ、 「関西電力グループ中期経営計
画（2019-2021） 」に掲げた5つの方向性に沿った取組みを着実に推進してまいります。
新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、本年4月には全国を対象に緊急事態宣言が発出され、
社会全体でその克服に向けて取り組むことが求められております。こうした中、当社グループは、
事業活動に関わる全ての人の生命・健康を守りながら、事業継続に万全を期すことにより、電
気・ガス・通信等、社会のみなさまのくらしやビジネスに不可欠なインフラを担う事業者として、
引き続き、これらを安全・安定的にお届けできるよう、総力を挙げて取り組んでまいります。
また、金品受取り問題等を踏まえ、コンブライアンスや発注・契約、経営管理体制について、
外部の客観的な視点を重視した変革を進めるなど、お客さまや社会のみなさまから信頼を再び賜
わることができるよう、業務改善計画に掲げた施策を迅速かつ確実に実行してまいります。
加えて、当社グループとして持続的な成長を図るため、徹底した効率化の追求や、販売・電源
両面での競争力の向上、新規成長分野の開拓等を通じて、あらゆる面で改革を実行してまいりま
す。

当社グループは、こうした取組みを通じ、株主のみなさまのご期待にお応えできるよう全力を
尽くしてまいります。

株主のみなさまにおかれましては、引き続き、ご理解とご支援を賜わりますようお願い申しあ
げます。

－9－



関西電力グループ中期経営計画(2019-2021)；：

私たちの「目指す姿」

エネルギー分野における日本のリーディングカンパニーとして、さらには
｢持続可能な未来社会の実現を支える共通基盤」の主要な担い手として、

お客さまと社会のお役に立ち続ける

取組みの方向性

環境変化十

’
当社グ､ループの

これまでの強み 歩
事
業
報
告

これからの取組み方向性

４
１

｢安全最優先」と「社会的責任の全う」
・安全・安定供給の責務を果たします。

・経営基盤の強化に取り組みます。

まや社会の皆さまからお客さま

信頼され
お選びい
信頼
お選 いただくための取組み

①｢低炭素」のリーディングカンパニーとして、
気候変動問題への対応をはじめ、環境負荷の低減に

取り組みます。

“非化石電源環境性

②これまで培ったソリューション力を活かして、

「安心・快適・便利」で経済的な
エネルギーサービスを幅広くお届けします。

総合エネルギー

事業者として培った

ソリューション力
技電化の潮

術

革

新社会課題

垂
川

③グルプ総合力を発揮して新たな事業．サービスを創出し、
お客さまや社会の幅広い課題の解決に貢献します。

上記取組み推進の原動力

④新たな価値の創出に向けて、
デジタルトランスフオーメーシヨン(DX) を実現
します。

グループ総合力

＋デジタル化への
先手を打った対応

回涯圖
2028年度

3，000億円以上

30％以上

4．0％以上

2019～2021年度

3カ年平均2，000億円以上

20％以上

3カ年平均3．0％以上

経常利益

自己資本比率

ROA

関西電力グループ重点取組み（2020）

新型コロナウイルスへの対応
業務改善計画の完遂を通じた信頼回復

；

；

1 ．

2．
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(3) 設備投資の状況

a.設備投資額

電気事業

ガス・その他エネルギ事業

’胄報通信事業

生活・ビジネスソリューション事業

内部取引消去

4,451億円

437億円

411億円

513億円

△194億円

5,619億円設備投資総額

b.主な設備の新増設工事等

発電設備 送変電設備

〔水力〕

丸山発電所

備
新
設
更継続中

(153,200kW)

C.廃|こした主な設備

発電設備

〔火力〕

海南発電
海南発電
多奈川第

所第1、
所第3、
二発電

2号機
4号機
所第1、

ｋ
ｋ
ｋ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ
Ｏ

５
０
０

４
６
６

塁
口
塁
口
塁
ｐ

ｉ
Ｉ
Ｉ

１
１
１

ｗ
ｗ
ｗ

廃止

2号機

(4) 資金調達の状況

a.社信

発 行 額

2,539億円

台
貝

Ｊ
４
Ｈ
Ｉ

、＝

〕星 額

1 ,996億円

(注）発行額には、米国ドル債5億米ドル（円貨換算約538億円）を含んでおります。
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b.借入金

返 済 額

5,782億円

借 入 額

7，419億円

c・ コマシャル・ペーパー

台
貝

ｊ
４
Ｉ
Ｉ

安百
ログ、

、＝

〕星額 事
業
報
告

行発

4,960億円5,220億円
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(5) 財産および損益の状況の推移

2016年度
(第93期）

区 分 2017年度
(第94期）

2018年度
(第95期）

2019年度
（当期）

営

崖
、
二
両
ノ
ノ
ー
Ｉ

上

業 収

、一一口

【＝。

「Eヨリ

補）
30，113億円 31,336億円 33,076億円 31 ,842億円

経 常 利 益 1 ,961億円 2,171億円 2,036億円 2，1 15億円

親会社株主に帰属する
当 期純利益

1,407億円 1 ,518億円 1 ,150億円 1,300億円

1株当たり当期純利益 157．58円 170.01円 128．83円 145.55円

総
塞
自
〈 産 68,531億円 69,850億円 72,573億円 76,127億円

(注） 1 ． 2016年度は、燃料費調整単価が低下したことなどから、売上高は減少いたしました。

一方、燃料価格の下落に伴い、火力燃料費が減少したことなどから、経常費用が減少し、
経常利益および親会社株主に帰属する当期純利益を計上いたしました。

2． 2017年度は、小売販売電力室の減少や電気料金の値下げの影響があったものの、託送

収益や他社販売電力料の増加に加え、ガス事業や情報通信事業が拡大したことなどにより、

売上高は増加いたしました。また、燃料価格が上昇したことなどによる経常費用の増加が
あったものの、経常利益および親会社株主にﾘ弓属する当期純利益は増加いたしました。

3． 2018年度は、電気料金の値下げの影響があったものの、地帯間・他社販売電力室の増

加などにより、売上高は増加いたしました。 方、地帯間・他社販売電力量の増加や燃料
価格の上昇などにより、経常費用が増加し、経常利益は減少いたしました。また、災害に

よる損失、関係会社投資損失を特別損失に計上したことなどから、親会社に帰属する当期
純利益は減少いたしました。

4． 2019年度は、ガス事業の売上高が増加したものの、小売販売電力室の減少などにより、

売上高は減少いたしました。一方、燃料費の減少などにより経常費用が減少したことに加

え、2018年度に計上した特別損失の減少により、経常利益および親会社に帰属する当期
純利益は増加いたしました。
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(6)重要な子会社および関連会社の状況

主要な事業内容
今
立

本塞
二
一 出資比率会 社 名

電気通信事業(個人向インター
ネット接続サービス、法人向通
信サービス） 、有線一般放送事
業、小売電気事業、電気通信設
備の賃貸

株式会社オプテージ 330.0億円 100．0％

・

〆

晨

Ｅ

・

‐

、

ガ
，
Ｉ
有
ス

ス
電

販売代行、ユーテイリテイ 事
業
報
告

気・熱源）設備の建設・保
を含めた運転保全サービ株式会社關電エネルギーソリューション '00．0152．0

電気事業

不動産の分讓、賃貸、管理、不
動産投資顧問業関電不動産開発株式会社 100．08．1

電力流通・電気・ '胄報通信設備
の保全、工事株式会社かんでんエンジニアリング、 7．8 100．0

配電資機材の製造、販売株式会社日本ネットワークサポート

関電プラント株式会社

80．54．1

火力・原子力発電設備の保全、
工事

100．03.0

土木・建築等に関する調査
計・工事監理

凡

又

一
三
口

84．0株式会社ニュージェツク 2.0

火力・原子力発電設備の運転・
保守管理、産業廃棄物の処理・
再生利用、石炭灰・資機材等の
販売

株式会社関電パワーテツク 100．01 .0

オフィスビル・商業施設・病院
等の施設管理、駐車場運営管理関電ファシリテイーズ株式会社 100．01 .0

環境・土木・建築に関する調
査、分析、コンサルティング､、100．0株式会社環境総合テクノス 1 .0
壼
手
子
圭

マンション高圧一括受電サー
ビス事業Next Power株式会社 100．01 .0

情報システムの企画、設計、構
築、保守運用管理および情報シ

株式会社関電システムズ '00．00.9
ステムに関するコンサルティ
ング
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会 社 名 資本金 tH資比率 主要な事業内容

電力営業・配電・用地・広報業
務の受託、電柱広告

関電サービス株式会社 0.7億円 100．0％

リス、自動車整備、保険代理
店

株式会社関電L &A 0．3 100．0

ケーイーフューエルインター

ナシヨナル株式会社
0.1 燃料の売買および輸送100.0

オーストラリアにおけるプル
ートLNGプロジェクトの開
発・操業・管理

3．91

(僧アメリカﾄﾙ）
Kansa旧ect｢IcPowerAust旧lBPtvLtd 100．0

ウラン濃縮事業、
廃棄物管理聿業、
業

再処理事業、

廃棄物埋設事＊日本原燃株式会社 4，000．0 17．3

＊株式会社きんでん 264．1 33．7 電気・ '|胄報通信・環境関連工事

電力室計の製造、販売、修理、
取替および電気制御機器の製
造、販売

＊株式会社エネゲ ト 4.9 49．0

フィリピンにおける水力発電
事業

0．18

(信フィリピン/Wｿ）*SanRoquePowerCorporation 50．0

~

(注） 1 ．総合エネルギー事業の競争力強化と情報通信事業のさらなる成長を図るため、2019年4月
1日に組織再編を行い、株式会社ケイ・オプティコムは株式会社オプテージに、関電システム
ソリュションズ株式会社は株式会社関電システムズに、それぞれ社名を変更しております。
2． ＊印は持分法適用の関連会社であり、他は全て連結子会社であります。
3．出資比率には、間接所有分を含んでおります。
4．当社は、 2020年4月1日付をもって－般送配電事業およびこれに附帯する聿業を、吸収
分割により関西電力送配室株式会社に承継させました。同日現在の同社の状況は次のとおり
であります。

会 社 名 資本金 出資比率 主要な事業内容

関西電力送配竜株式会社 400.0億円 100．0％ －般送配電事業

－1厘－
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(7) 主要な事業内容

当社グループは、電気やガス、ユティリティサービスなどの総合的なエネルギー・ソリュー

ションを提供する「総合エネルギー・送配電事業」 、総合的な情報通信サービスを提供する「情

報通信事業」および不動産関連サービスや生活・ビジネス関連サービスの提供を行う「生活・ビ

ジネスソリューション事業」において事業を展開しております。

事

業

報

告

昨

陣

仙

蝿

主要な事業所等

a.当社の主要な事業所および発電所

(a) 事業所

本店（大阪府大阪市） 、原子力事業本部（福井県三方郡美浜町）

(b) 発電所

(8)

所在地発電所名区 分

京都府菫撰| ’

奈良県奥吉野

兵庫県大河内、奥多々良木
水力発電所

（出力100,000kW以上）
木曽、読書 長野県

岐阜県丸山、下小鳥

ーi~巨二u｣／,、新黒部川第三、音沢、黒部川第四

大阪府堺港、南港

京都府舞鶴
火力発電所

（出力1 ,000,000kW以上）
和歌山県御坊

兵庫県姫路第一、姫路第二、赤穂

福井県美浜、高浜、大飯

大阪府堺太陽光

イ〆

一’0－



b.重要な子会社の本店所在地

会社名

株式会社オプテージ

株式会社関電工ネルギーソリュション

関電不動産開発株式会社

株式会社かんでんエンジニアリング

株式会社日本ネットワークサポト

関電プラント株式会社

株式会社ニュージェック

株式会社関電パワテック

関電ファシリティズ株式会社

株式会社環境総合テクノス

本店所在地

大阪府大阪市

東京都中央区

株式会社関電システムズ

関電サービス株式会社
大阪府大阪市

株式会社関電L＆A

ケーイーフユーエルインターナショナル株式会社

オーストラリア

西オーストラリア州
パース市
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(9)使用人の状況

前年度末比増減使用人数区 分

-738名18，085名電気事業

ガス・その他エネルギ事業 6，4027，071

－3613，234情報通信事業

生活・ビジネスソリューション事業 3，4603，460
事
業
報
告

( 9，510）(－）(その他の事業）

’ 747今
ロ~ 計 31，850

(注） 1 ．使用人数は就業人員であり、休職者等を除いております。

2．当年度から、事業の区分を変更しております。前年度まで「その他の事業」に整理していた

事業を、その事業内容等に照らし、 「ガス・その他エネルギー事業」と「生活・ビジネスソリ

ューション事業」に再整理しております。

(10)主要な借入先

借入金残
－

【＝．

｢司入 先

本政策投資銀行

イ辻
1日

株式会社日 3,755億円

株式会社みずほ銀行

株式会社三菱U F 」銀行

3，665

3，079

艮

《

室

一

一

今

今
市
一井

一
銀
一
険

住友

行株式

相互

行
一
社
一
社

2，783株
一
三
一
日

社

信

命

↑

狸

会

住

生

三

託

一

保

武

一

丼

本

|,384

|,901

(11）事業の譲渡、合併等企業再編行為等

当社は、2019年4月1日付をもって当社の電気事業に係る保安通信事業に関して有する権利
義務の－部を、吸収分割により株式会社ケイ・オプテイコム（2019年4月1日付で「株式会社

オプテジ」に社名変更）に承継させました。
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2．会社の株式に関する事項

（1）発行可能株式総数

（2）発行済株式の総数

（3）株主数

（4） 大株主

株
株
名

７

８

８

９

２

５

６

０

６

９

３

５

万
万
万

５

３

９

０

７

２

４

８

８

３

垂
白
心
宜
白
心

１

１

７

９

１

当社への出資状況
株 主 名

持株数 出資比率

大 阪 市 68,287千株 7．64％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託□） 52，496 5．87

日本トラステイ，サビス信託銀行株式会社(信託□） 36，889 4．13

日本生命保険相互会社 27，462 3．07

神 戸 市 27，351 3~06

関 西 電 力 持 株
今
云 19．154 2．14

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託□9） 18，661 2．09

株式会社みずほ銀行 17，378 | ､94

大阪市高速電気軌道株式会社 15，461 ､73

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社(信託□5） 15，445 1 ．73

(注）出資比率は、自己株式（45,159,705株）を控除して計算しております。
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3．会社役員に関する事項

（1） 取締役および監査役の氏名等

氏 名
重要な兼職の状況当

＋口
菰三地 位

株式会社かんでんエルハート
代表取締役社長
社会福祉法人かんでん福祉事
業団理事長

森本 孝＊取締役社長

事
業
報
告

送配電カンパニー長、
行為規制担当、
業務全般

＊取 締 役
副社長執行役員

R▽造船株式会社社外監査役土井義宏

営業本部長、

人財・安全樵准宰ｷ日当

立批幸ｷ日当、

業務全般

＊取 締 役
副社長執行役員

=彌園

経営企画室、
エネルギー・環境企画幸、

中間貯蔵推進担当、

|T戦略幸ｷ日当

東洋テック株式会社社外取締
役

＊取 締 役
副社長執行役員

稲田浩二

』

＊取 締 役
副社長執行役員

原子力事業本部長松村孝夫

火力事業本部長、

研究開発幸ｷ日当
取 締 役
常務執行役員

島本恭次

ダイキンエ業株式会社取締役
会長兼グローバルグルプ代
表執行役員
阪急阪神ホールデイングス株井上礼之取 締 役
式会社社外取締役
公益社団法人関西経済連合会
副会長

株式会社三菱UF」銀行特
別顧問
損害保険ジャパン日本興亜

沖原隆宗取 締 役 株式会社社外監査役
株式会社オービックビジネス
コンサルタント社外取締役
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地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

近鉄グ､ループホールディング
ス株式会社代表取締役会長
株式会社きんえい取締役
三重交通グループホールディ
ングス株式会社社外取締役
株式会社近鉄エクスプレス社
外取締役
株式会社近鉄百貨店取締役
近畿日本鉄道株式会社取締役
近鉄不動産株式会社取締役
KNT CTホールディング、
ス株式会社取締役
公益社団法人関西経済連合会
副会長

取 締 役 小林哲也

京都女子大学宗教・文化研究

所客員研究員

般財団法人大阪市男女共同

参画のまち創生協会理事長
積水ハウス株式会社社外監査
役

取 締 役 槇村久子

常任監査役 八 l烏康博 (常勤） 株式会社きんでん社外監査役

常任監査役 杉本 康 (常勤）

常任監査役 樋口幸茂 (常勤）

一般財団法人日本エネルギー
経済研究所参与

監 査 役 十市 勉

パナソニック株式会社特別顧
問
帝人株式会社社外取締役

査 役
睦
皿 大坪文雄

牛護士
責水樹脂株式会社社外監査役
言井コスモ証券株式会社社外
I又締役

弁積岩取

睦
皿 査 役 佐々木茂夫

大阪大学大学院工学研究科教
授

監 査 役 加賀有津子
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(注） 1 ． ＊印は代表取締役であります。

2．取締役井上礼之、取締役沖原隆宗、取締役小林哲也および取締役槇村久子の各氏は、社外取締

役であります。

3．監査役十市勉、監査役大坪文雄、監査役佐々木茂夫および監査役加賀有津子の各氏は、社外監
査役であります。

4．当社は、社外取締役および社外監査役全員を、株式会社東京証券取引所が定める独立役員とし
て指定し、届け出ております。

5．常仔需杳役杉本康氏は、当社執行役員経理室長および経理部門担当役員を歴任するなど、財務
および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

6．取締役沖原隆宗氏が社外監査役に就任している損害保険ジャパン日本興亜株式会社は、2020

年4月1日付をもって損害保険ジャパン株式会社に社名を変更しております。

7．社外取締役および社外監査役の重要な兼職先と当社との間には特別な関係はありません。

8．当事業年度中辞任した取締役は次のとおりであります。

事
業
報
告

重要な兼職の状況担 当辞任年月日氏 名地 位

公益社団法人関西経
済連合会副会長八木 誠 2019年10月9日＊取締役会長

＊取 締 役
副社長執行役員

原子力事業本部長2019年10月9日森中郁雄

岩根茂樹 2020年3月14日＊取締役社長

送配軍カンパニー長、
行為規制担当、
業務全般

日立造船株式会社社
外監査役

＊取 締 役
副社長執行役員

十井義宗 2020年3月31日

）（地位、担当および重要な兼職の状況は辞任時、 ＊印は代表取締役

9．当事業年度中の取締役の地位の異動は次のとおりであります。

異動年月日新 日氏 名

取 締 役
常務執行役員

又 締 役
II社長執行役員

ｐ
Ｈ
Ｈ
ｌ
匡
圧

＊

2019年6月21日工馬つ 暑去卜
田 ノ〔．'↑B

取 締 役
常務執行役員

＊取 締 役
副社長執行役員

2019年10月9日松村孝夫

＊取 締 役
副社長執行役員

2020年3月14日＊取締役社長森本 孝

）(＊印は代表取締役
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額

対
役
象とな
員の員
【人】
(注2）

る
数

報酬等の種類別の総額【百万円I報酬等
の総額
【百万円】

役員区分
株式報酬
（注1）

基本報酬 業續連動報酬

取 締 役
(社外取締役を除く）

483 412 44
へ〆

竺C 13

監 査 役
(社外監査役を除く）

' 17 1 17 4

社外取締役 39 39 4
~

社外監査役 42 42 6

(注1 ）株式報酬の金額は、当事業年度の費用計上額を記載しております。
(注2）対象となる役員の員数には、第95回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役4名および
監査役3名ならびに2019年10月9日をもって辞任した取締役2名、2020年3月14日をもって
辞任した取締役1名、2020年3月31日をもって辞任した取締役1名を含めております。

(注3）当事業年度の取締役（社外取締役を除く）ごとの報酬等の額

報酬等の種類別の総額【百万円】

地位

(期末時点）

報酬等の総額

【百万円】
氏名

基本報酬 業績連動報ﾘﾄ’ 株式報＃|

（※2）

森本 孝 取締役社長 59 50 5 3

取 締 役

副社長執行役員
土井姜宏 58 50 5 2

取 締 役

副社長執行役員
彌園 豊 58 50 E

J

勺

竺

取 締 役

副社長執行役員
稲田浩二 55 48 匡

奄ノ

奇

竺

取 締 役

副社長執行役員
松村孝夫 49 42 4 2

取 締 役

常務執行役員
島本恭次 46 39 4 フ

ニ

(※1 ）

(※2）
(※3）

当事業年度の期末時点において取締役（社外取締役を除く）の地位にあった役員の
報酬等について、記載しております。
株式報酬の金額は、当事業年度の費用計上額を記載しております。
取締役森本孝、取締役稲田浩二、取締役松村孝夫の各氏の当事業年度中の取締役の
地位の異動は、 (1)の(注)9に記載のとおりであります。

へ、
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(3)取締役および監査役の報酬等の決定に関する方針等
a.取締役および監査役の報酬等の決定に関する方針
取締役の報酬については、取締役会が決定しており、具体的には、取締役の報酬等に関す
る客観性・透明性の向上を目的に、独立社外取締役が過半数を占める人事・報酬等諮問委員
会を設置し、同委員会の審議を経たうえで、取締役会の一任を受けた取締役会長が決定して
おります。
取締役の報酬は、企業業績と企業価値の持続的な向上に資するよう、各取締役の地位等に
応じて求められる職責などを勘案した基本報酬に加えて、短期インセンティブ報酬としての
業績連動報酬および中長期インセンティブ報酬としての株式報酬で構成しております。
基本報ﾙﾄ、業績連動報ﾙﾄ|、株式報酬の支給割合は、それぞれ、 85： 10： 5を目安として
おります。
なお、社外取締役の報酬|は基本報酬のみとしております。
監査役の報酬は、取締役の職務執行を監査する立場にあることを勘案し、独立性を高める
観点から、月例の基本報酬のみで構成しており、監査役の協議により決定しております。

b.基本報酬、業績連動報酬、株式報酬
（基本報酬）
当社の基本報酬は、各取締役の地位等に応じて求められる職責などを勘案して、役位に応
じた基準額を支給しております。

(業續連動報ﾙﾄ|）
当社の業績連動報酬は、単年度の会社の業續を表す「経常利益」を指標として設定してお
り、その支給額については、役位ごとの基準額に、目標に対する達成度合に応じて、算定、
支給しております。

【業續連動報酬の具体的な算定方法】
役位別基準額（※1 ） ×目標達成率（※2）

＝役位別業績連動報酬額（年額）

（※1 ）役位別墓準額（年額）
取締役会長・社長 825万円
取締役・副社長執行役員 580万円
取締役・常務執行役員 460万円

（※2） 2019年度の業績連動報酬に係る目標達成率（連動幅0～120％）

－－ 合計達成率達成率実績値（2018年度）目標値（2018年度）

2,036億円 101 ．8％2,000億円連結経常利益
89．3％

1 ,305億円 76．8％1,700億円個別経常利益

(株式報酬）
当社の株式報酬は、取締役等に、役位に応じた基準額に基づき、毎年一定のポイントを付
与し、退任時にポイントの累積値に応じて、当社株式を交付および当社株式の換価処分金相
当額の金銭を支給しております。
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(4) 当事業年度における社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 当事業年度における主な活動状況

当事業年度に開催した取締役会16回のうち14回に出席し、
主に企業経営者としての見地から発言を行っております。

当事業年度に開催した取締役会16回の全てに出席し､主に金
融機関の経営者としての見地から発言を行っております。

当事業年度に開催した取締役会16回のうち15回に出席し、
主に企業経営者としての見地から発言を行っております。

社外取締役 井上礼之

社外取締役 沖原隆宗

社外取締役 小林哲也

2019年6月21日就任後に開催した取締役会14回の全てに
出席し、主に学識経験者としての幅広い見地から発言を行っ
ております。

当事業年度に開催した取締役会16回および監査役会18回の
全てに出席し、主にエネルギー経済・エネルギー政策の研究
者としての見地から発言を行っております。

当事業年度に開催した取締役会16回および監査役会18回の
全てに出席し、主に企業経営者としての見地から発言を行っ
ております。

社外取締役 愼村久子

社外監査役 十市 勉

社外監査役 大坪文雄

2019年6月21日就任後に開催した取締役会14回および監
査役会14回の全てに出席し､主に弁護士としての専門的見地
から発言を行っております。

2019年6月21日就任後に開催した取締役会14回のうち1 1
回、また監査役会14回のうち1 1回に出席し、主に学識経験
者としての幅広い見地から発言を行っております。

社外監杳役 佐々木茂夫

社外監査役 加賀有津子

(注） 「1.企業集団の現況に関す~る聿項(1 )事業の経過およびその成果」に記載のとおり、当社の役員
等が社外の関係者から金品を受け取っていた問題および役員退任後の嘱託等の報酬に関する問題
により、2020年3月30日、当社は電気事業法に基づく業務改善命令に対する業務改善計画を経済
産業大臣に提出しました。

社外取締役槇村久子氏(2011年6月から2019年6月は社外監査役に就任）ならびに社外監査
役十市勉氏および大坪文雄氏は、金品受取り問題については、社外監査役として、常仔需杳役か
ら報告を受けて以降、監査役会等で協議しながら監査を進めました。また、その後は、事前には
認識していなかった役員退任後の嘱託等の報酬に関する問題を含め、徹底した原因究明および再
発防止に向けた業務改善計画の策定に当たって提言を行いました。その他については、日頃から
取締役会および監査役会等においてガバナンスおよびコンブライアンスの強化の視点に立った提
言を行っており、その職責を果たしております。

その他の社外取締役および2019年6月以降に就任した社外監査役の各氏は、事前にはこれらの
問題を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会および監査役会等において、ガバナンス

およびコンブライアンスの強化の視点に立った提言を行うとともに、これらの問題の認識後は、
徹底した原因究明および再発防止に向けた業務改善計画の策定に当たって提言を行うなど、その
職責を果たしております。
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(5)責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第1項および定款の規定により、社外取締役および社外監査役との間

で、会社法第423条第1項の責任について、法令に定める最低責任限度額を限度とする契約を締

結しております。

事
業
報
告

4．会計監査人の状況

（1） 会計監査人の名称

有限實仔需杳法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額

a.当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 151百万円

b.当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 392百万円

（注） 1 ．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、 aの金額

にはこれらの合計額を記載しております。

2．監査役会は、会計監査人の当事業年度の監査計画や報酬見積りなどの相当性を確認し検

討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

3．当社の重要な子会社である、関電プラント株式会社の計算関係書類の監査は、監査法人

浩暘会計社が、 Kansai ElectrにPowerAuStraliaPtyLtdの計算関係書類の監査は、
DeloitteToucheTohmatsuが行っております。

(3) 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（非監査業務）で

ある「社債発行に伴うコンフォート・レター作成業務」等を委託し対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

a.会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当し、会計監査人の解任を相当と判

断した場合には、監査役会は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。

b.会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当し、または会計監査人としての信

頼を損なう事情があることその他の事由により、会計監査人の解任または不再任を相当と判断

した場合には、監査役会は、会計監査人の解任または不再任に関する株主総会提出議案の内容

を決定します。

局〆
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5．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制およびその運用状況

（1） 当該体制に関する取締役会の決議内容

当社は、事業運営の透明性・健全性を確保しつつ、持続的な企業価値の向上を実現するため、

次のとおり、業務の適正を確保するための体制を定め、これを実効性の高いものとするべく、継
続的な改善に努めるものとする。

a.取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、株主総会から経営の負託を受けた取締役会のもとに、常務会および各種委員会を置
き、職務の執行を適正に行うとともに、監査役、監査役会および会計監査人を置き、職務の執
行が適法・適正かつ妥当であることを、それぞれの立場から確認する体制をコーポレート・ガ
バナンスの基本とする。

取締役は、 「経営理念｣、 「私たちの基本姿勢｣、 「関西電力グループビジョン｣および｢関西電力
グループCSR行動憲章｣等に定めた経営の基本的方向性や行動の規範に従って､自らの職務の
執行を律し、率先してこれを実践する。

取締役会は、経営上の重要な事項について審議・決定するとともに、定期的に取締役の職務
の執行状況等に関する報告を受け、取締役を監督する。

監査役は、取締役会などの重要な会議体に出席し、取締役から経営上の重要事項に関する説
明を聴取するとともに、主要な事業所の業務および財産の状況を調査するなど、取締役の職務
執行について適法性・妥当性の観点から監査を行う。

取締役会の監督機能および監査役会の監査機能をより強化するとともに、取締役の職務執行
への助言を行うため、独立性を確保した社外取締役、社外監査役を、それぞれ複数名置く。
また、会計監査人は、会社から独立した立場で、計算書類等の適法かつ適正な作成の観点か
ら会計監査を行う。

b.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役は、取締役会などの会議体における議事録および業務決定文書等の職務の執行に係る
情報について、法令および社内規程に基づき、適正に作成し、保存、管理する。
C.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

事業活動に伴うリスクについては、社内規程に基づき、業務執行箇所が自律的に管理するこ
とを基本とし、組織横断的かつ重要なリスクについては、必要に応じてリスクの分野ごとに専
門性を備えたリスク管理箇所を定め、業務執行箇所に対して、助言指導を行う。
さらに、 リスクを統括的に管理する委員会において、当社グループの事業活動に伴うリスク
を適切なレベルに管理するよう努める。

d.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行については、社内規程において、職務権限と責任の所在および指揮命令
系統を定めることにより、迅速かつ効率的な執行体制を確保する。

また、取締役会が決定した方針に基づく重要な業務の執行に関する事項について、役付取締
役および役付執行役員により構成する常務会において、原則として毎週審議する。

へ弓
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e.使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
取締役は、 「経営理念｣、 「私たちの基本姿勢｣、 「関西電力グループビジョン｣および｢関西電力
グループCSR行動憲章｣等の経営の基本的方向性や行動の規範について､CSRおよびコンブ
ライアンスに係る委員会等の活動を通じて、浸透、定着させ、遵守を求めることにより、使用
人の職務の執行の法令等への適合を確保する。

また、使用人等から、コンブライアンス上疑義のある行為等について申し出を受け付ける内
部通報制度を整備し、コンブライアンス相談窓□を置く。その運用に当たっては、通報者の秘
密保護や不利な取扱いの排除等を確保する。

f.当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
取締役は、社内規程に基づき、子会社における自律的な管理体制の整備を支援、指導するこ
と等により、当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する。

(a) 取締役は、子会社の取締役から定期的に経営状況その他の職務の執行に係る報告を受ける。
(b) 取締役は、子会社の事業活動に伴うリスクについて、子会社が自律的に管理することを墓
本としつつ、子会社のリスク管理を統括する箇所を定め、子会社の重要な決定への事前関与、
経営状況の定期的な把握リスク管理体制およびリスク管理状況の定期的な確認等を行い、
グループ全体の企業価値の穀損を未然に防止し、またはこれを最小化するよう努める。
また、各子会社共通かつ重要なリスクについては、必要に応じて、当社にリスクの分野ご
とに専門性を備えたリスク管理箇所を定め、子会社に対して、助言指導を行うとともに、リ
スクを統括的に管理する委員会において、子会社の業務執行に伴うリスクを含め、当社グル
ープの事業活動に伴うリスクを適切なレベルに管理するよう努める。

(c)取締役は、子会社の取締役の職務の執行について、子会社の社内規程において職務権限と
責任の所在および指揮命令系統を定めさせることにより、迅速かつ効率的な執行体制を確保
させる。

(d) 取締役は、子会社に対して、 「経営理念｣、 「私たちの基本姿勢｣、 「関西電力グループビジ
ョン」および「関西電力グループCSR行動憲章」等の経営の基本的方向性や行動の規範に
ついて、 CSRおよびコンブライアンスに係る委員会等の活動を通じて、浸透、定着させ、
遵守を求めるとともに、適切な体制を整備させることにより、子会社の取締役および使用人
の職務の執行の法令等への適合を確保させる。

また、子会社の取締役および使用人から、コンブライアンス上疑義のある行為等について
通報を受け付ける内部通報制度を整備し、コンブライアンス相談窓□を置く。その運用に当
たっては、通報者の秘密保護や不利な取扱いの排除等を確保するとともに、子会社の取締役
および使用人に対して確保させる。

g･監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
取締役は、監査役の求めに応じて、監査役および監査役会の職務を補佐するために、監査実
務、監査役会の運営等を担当する專任組織を設置し、必要な人員を配置する。
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h.監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性の確保および当該使用人に対する監
査役の指示の実効性の確保に関する事項

監査役および監査役会の職務を補佐する専任組織は、監査役直轄とする。また、当該組織の
使用人は、監査役の指示に従うとともに、取締役の指揮命令を受けず、当社グループの業務の
執行に係るいかなる職位の兼務も行わない。当該使用人の配置、異動、評価に当たっては、監
査役の意向を尊重する。

i .監査役への報告に関する体制

取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役、使用人または子会社のこれらの者か
ら報告を受けた者は、社内規程に基づき、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事
実があることを発見したときは直ちに監査役に報告するとともに、経営、業績に係る重要事項、
社内外への開示事項、重要な法令違反等の事実等について、監査役に報告する。
j.監査役への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
取締役は、社内規程に基づき、前項の報告を監査役に行った者に対する不利な取扱いの排除
等を確保し、また子会社に対して確保させる。

k.監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
取締役は、社内規程に基づき、監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理等
については、これを措置する。

［ 、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役および使用人は、社内規程に基づき、監査役による監査に協力するとともに、監査役
の求める諸資料、 '|胄報について、遅滞なく提供することにより、監査の実効性を確保する。
m・業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況の確認に関する事項
取締役は、業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況に係る適正性・有効性等を定
期的に監査するために内部監査組織を設置する。また、社外の有識者の参加も得た委員会を置
き、公正かつ專門的な立場から内部監査の適正性・有効性について審議する。
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(2) 当該体制の運用状況の概要

a.取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

当社は、株主総会から経営の負託を受けた取締役会のもとに、常務会および各種委員会を置

き、職務の執行を適正に行っている。また、監査役、監査役会および会計監査人を置き、職務

の執行が適正・適法かつ妥当であることを、それぞれの立場から確認している。

取締役は、常務会および各種会議体等において、経営の基本的方向性や行動の規範に従い職

務を執行している。

取締役会は、2019年度中に16回開催し、経営上の重要な事項について審議・決定するとと

もに、定期的に取締役の職務の執行状況等に関する報告を受けることにより、取締役の職務の

執行を監督している。

監査役は、取締役会などの重要な会議体に出席し、取締役から経営上の菫要事項に関する説

明を聴取するとともに、主要な事業所の業務および財産の状況を調査するなど、取締役の職務

執行について適法性・妥当性の観点から監査を行っている。なお、独立性を確保した社外取締

役4名、社外監査役4名を置き、取締役会の監督機能および監査役会の監査機能をより強化し、

取締役の職務執行への助言を行っている。

また、会計監査人は、会社から独立した立場で、計算書類等の適法かつ適正な作成の観点か

ら会計監査を行っている。

b.取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役は、取締役会等の議事録、 りん議害等の業務決定文書について、法令および社内規程
に基づき、適正に作成、保存、管理している。

C.損失の危機の管理に関する規程その他の体制

当社は、事業活動に伴うリスクについて、各部門が自律的にリスクを評価して、必要な対策

を実施し、部門横断的なリスクについては、 リスクの分野ごとに專門性を備えたリスク管理箇

所がリスク管理に係る方針、計画等を策定するとともに、業務執行箇所のリスク管理状況を把

握、評価し、日常的な支援を行っている。

また、 「関西電力グループリスク管理規程」および「リスク管理委員会規程」に基づき、 リ
スク管理委員会を2019年度中に1回開催し、全社的な視点でリスク管理状況を把握、評価す

るとともに、取締役会・常務会に報告している。

d・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、会社の機構、業務分掌、職位およびそれらの運用に係る社内規程ならびに各職位の
職責と権限に係る社内規程によって業務運営の責任体制を明確にするとともに、権限の配分、
行使を適切な範囲で行い、効率的な体制を構築している。

また、当社は、2019年度中に常務会を39回開催し、全般的な業務執行方針、計画および重
要な業務執行について審議するとともに、必要な報告などを行うことにより効率的な意思決定
を行っている。
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e.使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

取締役は、 「サステナピリテイ・CSR推進会議規程」に基づき、サステナビリテイ･CS

R推進会議を2019年度中に3回開催し、CSR活動計画の審議・策定を行い、それに基づき

各組織において自律的な取組みを展開するとともに、毎年CSRの浸透状況について確認を行
っている。

また、コンプライアンス委員会を2019年度中に3回開催し、グループ全体のコンプライア

ンスに関する総合的方策の策定やグループ全体のコンブライアンスに関する具体的方策の総合
調整および実施の促進等を行っている。

コンブライアンス相談窓□において、コンブライアンス上疑義のある行為等について申し出

を受け付けている。その運用に当たっては、通報者の秘密保護や不利な取扱いの排除等を確保
している。

f.当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

取締役は、子会社の経営層と、定期的な会議を通して、子会社の経営状況等についてコミュ

ニケーションを行うとともに、四半期ごとに決算実續について報告を受けている。

子会社の事業活動に伴うリスクについては、子会社の重要な決定への事前関与、経営状況の

定期的な把握を行うとともに、子会社のリスク管理状況について確認し、 リスク管理委員会で

報告を受けている。また、専門性を備えたリスク分野ごとの管理箇所が、定期的に開催する会
議等を通して、子会社に日常的な助言・指導を行っている。

子会社に対し、業務の適正確保に必要となるCSR、コンブライアンス、組織および権限に
係る規程の整備状況を確認している。

コンブライアンス相談窓□において、子会社においてコンプライアンス上疑義のある行為等
について申し出を受け付けている。その運用に当たっては、通報者の秘密保護や不利な取扱い

の排除等を確保するとともに、子会社の取締役および使用人に対して確保させている。

g･監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
取締役は、執行部から独立した組織として監査役室を設置し、監査役室は、 15名のスタッフ

により監査計画に基づく監査実務、監査役会の運営等を実施している。

h.監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性の確保および当該使用人に対する監
査役の指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役直属の監査業務専任のスタッフについて、取締役の指揮命令を受けず、また、

その評価・異動等は監査役の意向が尊重されているなど、取締役からの独立性を確保している。
i .監査役への報告に関する体制

当社は、 「監査役監査の実効性確保に関する規程」に基づき、経営・業續に係る重要事項、
社内外への開示事項等につき、監査役に報告を行っている。
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j .監査役への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当社は、社内規程を整備し、不利な取扱いの排除を確保している。また、子会社の不利な取

扱いの排除につき、全ての子会社において規程化されていることを確認している。

k.監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査業務に必要な費用を確保している。

l .その他藍杳役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、 「監査役監査の実効性確保に関する規程｣等の社内規程に基づき、監査役または監査

役スタッフの監査に係る調査に協力している。

主要な委員会等については、委員会事務局が都度、常任需杳役に開催案内を送付し、委員会

等の資料・議事録の提供など､を適切に行っている。常任需杳役は、委員会に都度出席し、審議

状況を聴取し、必要に応じて意見を述べている。

m.業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況の確認に関する事項

当社は、内部監査の專任組織として経営監査室を設置し、業務の適正を確保するための体制

の整備・運用状況に係る適正性・有効性等を監査しており、その結果については、半期ごとに、

社外有識者3名を含む経営需杳委員会の審議を経て、取締役会・常務会に報告している。
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当社は、 「1 .企業集団の現況に関する事項(1)事業の経過およびその成果」に記載のとおり、当社

の役員等が社外の関係者から金品を受け取っていた問題等により、本年3月14日に第三者委員会か

ら調査報告書を受領しました。報告書では、当社グループの役職員合計75名が、社外の関係者から

総額約3億6千万円相当の金品を受領していたこと、社外の関係者の要求に応じる形で、個別の工

事等や発注予定額に見合う工事等を発注することを約束し、実際に発注を行っている場合もあった

こと、また本問題発覚後の当社の対応に関し、執行部による監査役への報告が遅滞したこと、さら

には取締役および監査役が取締役会に報告せず、その結果、本問題の公表について取締役会で議論

されなかったことなどに関して、コンブライアンス意識の欠如や、ガバナンスの深刻な機能不全で

あったと評価されました。

また、同報告書では、－部の元役員へ退任後に嘱託等の業務を委嘱した際の報酬について、修正

申告時の追加納税分の補填の趣旨が含まれており、正当性を認めることは困難であること、あわせ

て、過去の経営不振時の役員報酬カットに対する補填の趣旨も含まれていることが指摘されました。

これらの問題により、経済産業大臣から電気事業法に基づく業務改善命令を受け、本年3月30

日、再発防止に向けた業務改善計画を提出しました。

当社グループは、 「1 .企業集団の現況に関する事項(2)対処すべき課題」に記載のとおり、業務改

善計画に掲げた施策を着実に実行し、誠実で、透明性の高い開かれた事業活動を実現することで、

再び信頼を賜わり、お客さまから選ばれ、社会から必要とされる「新たな関西電力の創生」を目指

してまいります。
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連結貸借対照表

2020年3月31日現在

資 産 部

金 額

負債及び純資産

科 目

の 部の
金科 目 額

円

３

９

６

７

６

１

７

９

０

９

０

４

５

８

０

３

３

９

５

９

６

３

７

１

６

２

１

４

６

８

万

９

３

０

１

０

６

３

９

７

３

６

４

４

３

６

１

７

３

３

５

３

８

４

９

３

４

８

６

９

４

百

ｇ

３

ｐ

２

５

５

５

３

１

９

Ｊ

３

３

ｐ

９

３

β

４

β

７

Ｊ

β

５

４

〃

５

４

７

Ｄ

Ｊ

２

９

２

５

７

９

７

６

１

９

５

５

２

５

７

９

５

３

３

９

１

８

９

５

９

９

６

２

３

２

９

４

０

４

８

７

０

０

０

１

３

２

７

６

８

０

６

４

７

３

１

４

７

１

７

８

７

８

６

１

３

３

３

７

４

８

１

８

９

７

５

４

２

３

５

３

９

２

２

１

１

７
９

６

３

Ｌ

△

△

円

８

７

５

５

９

０

０

４

６

１

０

９

６

６

３

１

１

４

万

７

４

９

９

７

４

２

６

４

２

０

３

４

７

３

３

３

７

百

ｐ

Ｊ

Ｊ

ｐ

２

４

９

４

β

５

ｐ

７

５

β

９

４

４

９

７

４

４

７

８

３

９

６

４

４

６

９

５

４

０

７

７

０

５

１

１

６

０

４

８

４

４

９

２

６

１

９

２

２

７

２

１

０

３

５

２

６

５

１

２

１

４

９

９
７
，

４

１

２

１

５

固 定 資 産

電気事業固定資産

水力 発電設 備

汽 力 発 電設 備

原子力発電設備

送 電 設 備

変 電 設 備

配 電 設 備

業 務 設 備

その他の電気事業固定資産

その他の固定資産

固定資産仮勘定

建設仮勘定及び除却仮勘定

原子力廃止関連仮勘定

使用済燃料再処理関連加工仮勘定

核 燃 料

装 荷 核 燃 料

加工中等核燃料

投資その他の資産

長 期 投 資

関係会社長期投資

繰延 税金 資産

その他の投資等

貸倒引当金（貸方）

流 動 資 産

現金及 び預金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

その他の流動資産

貸倒引当金（貸方）

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

退職給付に係る負債

資 産除去債 務

繰延 税金 負 債

その他の固定負信
ﾐ室

動 負 債〃川

1年以内に期限至|｣来の固定負債

短 期 借 入 金

コマーシャル・ペーパー

支払手形及び買掛金

未 払 税 金

債務保証損失引当金

その他の流動負債

引 当 金

渇水準備引当金

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰延へ ツ ジ損益

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

非支配株主持分

純 資 産 合 計

1,522,687

489，320

66，678

1，063，517

△ 96，828

78,106

59，615

14，173

7,309

△ 2，992

40,960

1，641 ，754

合 計 合7，612，729 計 7，612，729

勺奇

．．－



連結損益計算書

2019年4月1日から

2020年3月31日まで

部部

金 額

収 益黄 用 のの

科 金 額科 目 '三

１

円

３

７

５

６

４

５

８

万

０

０

９

５

１

７

３

百

３

５

７

９

Ｊ

β

２

７

４

２

６

７

５

１

７

８

９

０

４

２

２

９

３

５

２

９
９
４
Ｊ
１
，

２

２

百万円

3，184，259

2，505，441

678，818

業

聿

他

営 業 費

電気事業営業

その他事業営業

営 業 利

営 業 外 費

支 払 利

その他の営業外

営 収 益

業営業収

事業営業収

用

用

益

息

用

用

費

費

用

費

壼
弔
う
て

気

の

益

益

営 業 外 収 益

受 取 配 当

受 取 利

固定資産売却

持分法による投資利

その他の営業外収

０

９

２

６

２

９

０

９

４

６

７

１

７

９

０

９

８

８

り
す
，
，
？
９

１

３

２

６

３

４

５

１

１

１

金

息

益

益

益

~

連
結
計
算
書
類
／
計
算
書
類

当期経常収益合計 3,235,959当期経常費用合計

当 期 経 常 利 益

渇水準備金引当又は取崩し

渇水準備引当金取崩し （貸方）

７

１

７

７

１

４

５

５

４

５

９

９

ｆ
Ｔ

４

１

２

１

０

２

９
へ

。

△

△

特 別 損 失

関係会社投資等損失

24，141

24，141

税金等調整前当期純利益 188，357

法 人 税 等

法 人 税

法人税等調整

３

３

０

４

６

８

１

３

７

７

０

６

５

３

２

等

額

当 期 純 利 益

非支配株主に帰属する
当 期 純 利 益

131，214

1，211

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

130，002

－34－



貸借対照表

2020年3月31日現在

資 部 負債及び 純資産

目

部の
金

産 の

科 金 額目 科 額

円

７

２

７

４

５

９

８

２

１

７

４

９

１

１

９

１

９

８

０

３

３

９

０

６

２

２

６

８

１

９

７

４

５

４

６

８

５

万

１

６

６

３

２

０

９

３

６

６

１

４

７

２

１

２

９

３

６

１

７

３

３

０

０

３

１

２

４

０

２

３

９

６

５

２

７

百
４
２
９
４
５
Ｊ
９
ｐ
２
Ｊ
９
β
ｐ
４
β
２
３
ｐ
９
３
Ｂ
４
７
６
ｐ
２
２
３
４
３
ｐ
３
Ｂ
９
ｐ
５
６

７

６

６

６

４

３

４

４

６

３

５

１

６

６

１

２

５

７

９

５

３

７

２

５

４

６

０

３

６

３

０

１

８

８

１

７

３

０

４

９

９

１

５

０

１

２

９

４

６

８

０

６

４

０

１

７

３

８

７

１

０

２

７

３

１

１

２

３

３

３

７

４

８

１

８

７

５

４

５

２

９

２

５

２

２

９
９

６

３

１

△

△

円
２
０
９
８
３
０
２
１
５
０
０
０
０
７
０
９
７
３
９
８
６
６
１
１
５
０
０
１
１
９
７
１
２
９
１
３
８
５
３

万
３
２
２
９
１
２
７
６
１
０
０
０
０
５
８
６
４
８
５
７
７
４
３
３
６
３
２
３
３
８
９
９
２
６
１
６
３
７
９

百
β
β
ｂ
２
３
ｂ
３
３
４
４
４
ｐ
ｐ
ｌ
２
３
６
β
７
２
β
７
４
４
β
ｓ
３
ｐ
ｐ
β
１
６
６
７
６
７
１

８
３
２
４
５
４
８
９
０
１
０
６
９
８
３
０
７
９
８
４
０
７
７
６
９
９
７
７
９
５
４
４
６
１
１
１

３

１

４

６

３

９

７

８

０

３

９

５

５

０

５

２

４

７

１

１

２

２

４

５

８

６

６

９

４

５

５

９

４

４

０

０

１

８

３

４

１

６

５

１

２

２

２

７

９

４

４

４

４

０

，
り
り

４

１

１

１

皇

，

△

△

１

定 資 産

気事業固定資産

力 発 電 設備

力 発 電 設備

子力発電設備

燃力発電設備

工ネルギ等発電設備

電 設 備

電 設 備

電 設 備

務 設 備

付 設 備

帯事業固定資産

業外固定資産

定資産仮勘定

設 仮 勘 定

却 仮 勘 定

子力廃止関連仮勘定

用済燃料再処理関連加工仮勘定

燃 料

荷 核 燃 料

工中等核燃料

資その他の資産

期 投 資

係会社長期投資

期 前払 費 用

延税金 資 産

倒引当金（貸方）

動 資 産

金 及び預 金

掛 金

未 収 入 金

蔵 品

払 費 用

係会社短期債権

流 動 資 産

倒引当金（貸方）

水

汽

原

内

新

送

変

配

業

貸

建

除

原

使

装

加

長

関

長

繰

貸

現

売

諸

貯

前

関

雑

貸

電

附

事

固

核

投

固

流

定 負 債

責

債

当

壹

入

Ｉ

債

期

，

１

負

社

長

長

リ

関

退

資

雑

１

短

コ

買

未

未

未

預

関

諸

債

雑

渇

資

利

そ

資

資

利

固

流

引

負

株

債
金
務
務
務
金
務
債

期 借

期 未払

弓

三

長

去

ス

付

定

係会社

職給

産 除

固

動 負 債

年以内に期限到来の固定負債

期 借 入 金

マーシャル・ペーパー

掛 金

払 金

払 費 用

払 税 金

り 金

係会社短期債務

前 受 金

務保証損失引当金

流 動 負 債

当 金

水準備引当金

債 合 計

主 資 本

本 金

本 剰 余 金

本 準 備 金

益 剰 余 金

益 準 備 金

の他利益剰余金

海外投資等損失準備

繰越利益剰余

己 株 式

・ 換算差額等

全
些
全
些

自

評価

その他有価証券評価差額金

繰延へ ツジ損益

純 資 産 合 計

合 計 合6，747，858 計 6，747，858

－コ直一
旦』



損益計算 害

2019年4月1日から
2020年3月31日まで

益 部の部 収の萱
■
■
■

眉

言

不斗 額額 目 金
一
一
■

~

金科

万
３
５
２
７
２
９
１
５
５
３
７

百
β
ｊ
９
４
９
１
２
ｐ
９
９
４

円
６
１
１
１
３
９
７
３
６
８
０

１

円
７
７
６
５
３
７
９
６
６
０
８
９
２
６
３
６
６
９
１
３
２
７
９
０
９
９
０
１
５
５
９
３
５
７
０
７
７
６
６
１
０
７
３
０

万
６
４
７
４
０
０
４
０
７
１
７
１
９
１
５
３
８
７
１
３
５
８
１
０
１
６
２
６
０
５
５
９
６
８
１
５
５
７
７
９
９
０
８
０

百
Ｊ
β
β
３
２
ｐ
２
６
５
Ｊ
β
７
５
４
ｂ
ｂ
９
５
ｐ
ｂ
７
－
５
４
Ｊ
β
β
β
β
８
１
１
９
９
ｐ
９
９
８
８
０
９
５
４
１

勺
９
９
９
，
１
Ｆ

３

３

３

２

７

１

０

３

０

１

８

９

０

０

７

９

１

０

３

９

５

４

５

８

３

２

５

４

１

５

４

４

１

１

４

７

９

３

０

５

３

２

１

４

３

６

０

７

６

２

８

５

２

２

２

２

２

２

２

６

２

１

１

１

３

２

７

５

４

５

３

４

１

２

１

２

１

１

１

５

１

１

２

２

１

２

△

△

９
勺

△

営 業 収 益
電気事業営業収益
電 灯 料
電 力 料

地帯間販売電力料
他社販売電力料
託 送 収 益
事業者間精算収益
再エネ特措法交付金
電気事業雑収益
貸付設備収益

８
８
６
２
０
４
３
２
７
８
１

５

２

１

７

１

６

５

７

２

６

５

８

２

１

１

９
Ｆ
，

２

２

１

営 業 費 用
電気事業営業費用
水 力 発 電 費
汽 力 発 軍 費
原 子 力 発 電費
内 燃 力 発 電費
新エネルギー等発電費
地帯間購入電力料
他社購入電力料
送 電 費
変 電 費
配 軍 費
販 売 費
貸 付 設 備 費
一 般 管 理 費
接続供給託送料
原子力廃止関連仮勘定償却費
再エネ特措法納付金
使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分
電源開発促進税
事 業 税
電力費振替勘定（貸方）
附帯事業営業費用
ガス事業営業費用
その他附帯事業営業費用
宮 業 利 益
営 業 外 費 用
財 務 費 用
支 払 利 息
社 債 発 行 費
事 業 外 費 用
固定資産売却損
雑 損 失
当期経常費用合計
当 期 経 常 利 益
渇水準備金引当又は取崩し
渇水準備引当金取崩し （貸方）

特 別 損 失
債務保証特別損失
税引前当期純利益
法 人 税 等

渇水準備引当金取崩し

別 損
債務保証特別
引前当期純
人 税

特税法

連
結
計
算
書
類
／
計
算
書
類

附帯事業営業収益
ガス事業営業収益
その他附帯事業営業収益

営 業 外 収 益
財 務 収 益
受 取 配 当 金
受 取 利 息
事 業 外 収 益
固定員産売却益
雑 収 益
当期経常収益合計

４
１
３
１
２
０
２
９
０
８
８

８
５
３
６
４
０
４
１
５
６
９

６
２
４
１
９
６
３
２
８
３
９

９
，
７
９
９
９
－
９
９
，
，

０
２
８
８
３
２
１
４
１
２
６

３

２

２

１

１

１

１

８

１
１

６

９

２

法 人 税
法人税等調
期 純 利

等
額
益

整

当
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告薑謄本

独立監査人の監査報告書

2020年5月14日

関西電力株式会社

取締役会御中

有限壹仔需杳法人トーマツ

大阪事務所

墓識評冒公認会計士新免和久⑳
皐識静冒公認会計士石井尚志④

璽識評昌公認会計士樋野智也⑳
需杳黄見

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、関西電力株式会社の2019年4月1日から2020年3
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の蟇準に準拠
して、関西電力株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

需杳黄見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の蟇
準における当監査法人の責任は、 「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当需杳洪
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の蟇礎となる十分かつ適切な需杳訶
拠を入手したと判断している。

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、有形固定資産の減
価償却方法について、従来、主として定率法を採用していたが、当連結会計年度より主として定額法に変更し
ている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の蟇準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算＝類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の蟇準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

連結計算書類の監査における監杳人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に蟇づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる需杳の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の墓礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが､監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を

検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する菫要な不確実性が認められる場合は、監査報告
言において連結計算耆類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の

注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監杳証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算耆類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監杳卜の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガ､－ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当需杳法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以上
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会計監査人の監査報告書謄本

独▽需杳人の藍杳報告書
2020年5月14日

関西電力株式会社

取締役会御中

有限責仔需杳法人トーマツ

大阪事務所

璽識群員公認会計士新免和久①

皇勲課員公認会計士石井尚志①

墓識語櫃公認会計士樋野智也④
監杳黄見

当監査法人は､会社法第436条第2項第1号の規定に蟇づき､関西電力株式会社の2019年4月1日から2020

年3月31日までの第96期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。 ）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

藍杳黄見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、 「計算書類等の監査における監査人の壹任」に記載されている。当需杳法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、有形固定資産の減

価償却方法について、従来、定率法を採用していたが、当事業年度より定額法に変更している。

当該事項は、当需杳法人の意見に影響を及ぼすものではない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の蟇準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に蟇づいて、全体としての計算＝類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算害類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の半|｣断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算耆類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
」今二斗÷ラ

ィ宍519句･

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に蟇づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は菫要な不確実性に関する計算害類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告＝日までに入手した監査証拠に墓づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算害類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の菫要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当詳杳決人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以上
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監杳役会の監査報告書謄本

監査報告害

当監査役会は、2019年4月1日から2020年3月31日までの2019年度における取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告します。

1 ．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果

について報告を受けるほか､取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規則に準拠し、監査の方針、監査計画および職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人、有限責任監査法人トーマツ等と意思疎通を図り、情報

の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および
使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、菫要な決裁書類等を

閲覧し、本店および主要な事業所において業務および財産の状況を調査しました。あわせて、取締役の
職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社およびその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項お

よび第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づく体制(内部統制シ
ステム）の構築および運用の状況を監視および検証しました。子会社については、子会社の取締役およ
び監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証す
るとともに、会計監査人から随時その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」 （会社計算規

則第131条各号に掲げる聿項）を「監査に関する品質管理基準」 （2005年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該年度に係る事業報告およびその附属明細書連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書連結株主資本等変動計算書および連結注記表）ならびに計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書について検討しました。

2．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

一．事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。
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二取締役の職務の執行については、事業報告に記載のとおり、取締役による不適切な行為が判明し

ており、現在、取締役責任調査委員会において、その法的責任について調査中であり、監査役とし

ては、その調査結果を踏まえ、提訴の要否を判断してまいります。

また、再発防止策等をとりまとめた業務改善計画が策定されており、監査役会としては、業務改

善計画の実施状況、報酬補填に関する調査状況を監視・検証してまいります。

上記以外については､取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反す

る菫大な事実は認められません。

三内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また､当該内部統制シ

ステムに関する取締役の職務の執行については、事業報告に記載のとおり、不適切な運用が判明し

ており、これを踏まえて、業務改善計画が策定されております。

監査役会としては、内部統制システムに関する取締役会決議のさらなる充実を含め、業務改善計

画の実施状況を監視・検証するとともに、コーポレートガバナンスの一翼を担う監査役会として、

当社の信頼回復に努めてまいります。

(2) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責仔需杳法人トーマツの監査の方法および結果は、相当であると認めます。

(3) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責仔需杳法人トーマツの監査の方法および結果は、相当であると認めます。

~

判

哩

蝿

釧

監

査

報

告

書

！

2020年5月18日

関西電力株式会社監査役会

常任監査役(常勤） 八嶋康博

常任監査役(常勤）杉本 康

常任監査役(常勤） 樋口幸茂

監 査 役十市 勉

監 査 役大坪文雄

監 査 役佐々木茂夫

監 査 役加賀有津子

⑳

④

⑳

④

④

③

⑳

(注)監査役十市勉、監査役大坪文雄、監査役佐々木茂夫および監査役加賀有津子は、会社法第2条第16

号に定める社外監査役であります。

|､I ~卜
土己へ 一L
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株主総会参考書類

議案および参考事頂

く会社提案（第1号議案から第3号議案まで)〉

第1号議案から第3号議案までは、会社提案であります。

第1号議案剰余金の処分の件

当社は関西電力グ､ループとして企業価値の向上を図り、株主のみなさまに対して経営の成果を適切に配

分することを基本とし、財務体質の健全性を確保したうえで、安定的に配当を実施することを株主還元方

針としております。この方針に基づき、剰余金の配当につきましては、2019年度の業績および2020年度

以降の収支状況や、引き続き財務体質が改善しつつあることなど、経営環境を総合的に勘案し、以下のと

おりといたしたいと存じます。

剰余金の配当に関する事項

1 ．株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式1株につき金25円 総額22,339,333,075円

2．剰余金の配当が効力を生じる日

2020年6月26日（金曜日）
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第2号議案定款の－部変更の件

1 ．変更の理由

当社は、外部の客観的な視点を重視した実効的なガバナンス体制の構築に向け、取締役会の監督機能

を強化するため、執行と監督を明確に分離した指名委員会等設置会社に移行することといたしたいと存

じます。これに伴い、指名委員会、監査委員会および報酬委員会ならびに執行役に係る規定の新設、監

査役および監査役会に係る規定の削除等、所要の変更を行うものであります。なお、変更定款案のうち、

第36条（執行役の責任免除）の新設につきましては、各監査役の同意を得ております。

また、新たなガバナンス体制において、取締役会の監督機能を強化するに当たって、継続的に有用な

人材を確保するため、業務執行を行わない取締役について責任限定契約を締結することができる旨の規

定として、現行定款第31条（取締役の責任免除）の－部を変更するものであります。なお、現行定款第

31条の変更につきましては、各監査役の同意を得ております。

~

2．変更の内容

現行定款の－部を次の変更案のとおり改めたいと存じます。

(下線は変更部分）

定 款 案卦7
疵ヘ 変 宙

メー行現 定

（機関）

第4条本会社は、株主総会及び取締役のほか、次の

機関を置く。

（1）取締役会

（2）監査役

（3）監査役会

（4）会計藍杳人

監査役会

会計監杳人

（機関）

第4条本会社は、指名委員会等設置会社として、

株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。

（1）取締役会

（2）指名委員会、監査委員会及び報酬委員会

（3）執行役

（4）会計監査人

蝿

獅

‐

榊
鯲
０
馳
寸

郷
株
佳
総
会
参
考
書
類

（招集の時期及び招集者）

第14条本会社の定時株主総会は毎年6月に､臨時株

主総会は必要がある場合に、あらかじめ取締役会に

（招集の時期及び招集者）

第14条本会社の定時株主総会は、毎年6月に、臨時

株主総会は、必要がある場合にi土星が招集する。

おいて定めた取締役が招集する。

2前項により定めた取締役に事故があるときは、あ

らかじめ取締役会において定めた||自序により他の

2社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会の

決議によって定めた順序により他の取締役がこれ

取締役がこれに当る。に当る。
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行 款現 定
亦
塁 定 款 案更

（議長）

第16条株主総会の議長は、社長がこれに当る。~
（議長）

第16条株主総会の議長は､あらかじめ取締役会にお

いて定めた取締役又は執行役がこれに当る。

2前項により定めた取締役又は執行役に事故があ

るときは、第14条第2項の規定を準用する。

2延長に事故があるときは､第14条第2項の規定を

準用する。

（取締役会及びその招集通知）

第23条取締役会は、すべての取締役で組織する。

2取締役会は、延長がこれを招集する。

（取締役会及びその招集通知）

第23条 （第1項現行どおり）

2取締役会は、あらかじめ取締役会において定めた

取締役がこれを招集する。

3前項により定めた取締役に事故があるときは、第

14条第2項の規定を準用する。

4取締役会の招集通知は、各取締役に対し、会日の

2日前までに発するものとする。但し、緊急の必要

があるときは、この期間を短縮することができる。

3社長に事故があるときは､第14条第2項の規定を

準用する。

4取締役会の招集通知は、各取締役及び各監査役に

対し、会日の2日前までに発するものとする。但

し、緊急の必要があるときは、この期間を短縮する

ことができる。

（取締役会の議長）

第24条取締役会の議長は、辻量がこれに当る。

（取締役会の議長）

第24条取締役会の議長は､あらかじめ取締役会にお

いて定めた取締役がこれに当る。

2前項により定めた取締役に事故があるときは、第

14条第2項の規定を準用する。

2延長に事故があるときは､第14条第2項の規定を

準用する。

（取締役会の権限）

第25条取締役会は､本会社の菫要な業務執行を決定

し、取締役の職務の執行を監督する。

（取締役会の権限）

第25条取締役会は､本会社の重要な業務執行を決定

し、取締役及び執行役の職務の執行を監督する。

2取締役会は、その決議によって、法令に別段の定

めがある場合を除き、本会社の業務執行の決定を執

行役に委任することができる。

＜本項新設

（取締役会の議事録）

第27条取締役会における議事の経過の要領及びそ

の結果並びにその他法令に定める事項は、これを議

聿録に記載又は記録し、出席した取締役及び監査役

（取締役会の議事録）

第27条取締役会における議事の経過の要領及びそ

の結果並びにその他法令に定める聿項は、これを議

事録に記載又は記録し、出席した取締役がこれに記

名押印又は電子署名を行うものとする。がこれに記名押印又は電子署名を行うものとする。

－45－



款 款定 変 定 案現 行 宙
メー

（代表取締役及び役付取締役）

第28条取締役会の決議によって､代表取締役を選定

する。

2取締役会の決議によって、社長1名を置き、なお

（役付取締役）

第28条取締役会I

を選定す~ることができる。

ことができを置く

＜本項削るる。

寸取締役の業務執行イ

の業務を統括する。第29条社長は、本会社

2副社長及び常務取締役は、社長を補佐し本会社の

業務を執行する。

3社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会の

決議によって定めた1l1自序により他の代表取締役が

その職務を代行する。 本条削る＞

（会長）

第30条取締役会の決議によって､会長1名を置くこ

とができる。

第14条、第16条、第23妄を置いた場合には、
合

2

＜本条削る＞替えるものとする。

（取締役会規則）

､法令又は定款のほ第29条

か、 E取

取締役会に関す~る事項は

締役会において定める取締役会規則による。

＜本条新設＞ 株
主
総
会
参
考
書
類

（取締役の責任免除）

第30条 （第1項現行どおり）~
（取締役の責任免除）

第31条本会社は､会社法第426条第1項の規定によ

り、取締役会の決議によって、同法第423条第1項

の取締役（取締役であった者を含む。 ）の責任を法

令の限度において免除することができる。

2本会社は、会社法第427条第1項の規定により、

社外取締役との間で、同法第423条第1項の責任に

ついて、法令に定める最低責任限度額を限度とする

契約を締結することができる。

2本会社は、会社法第427条第1項の規定により、

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。 ）と

の間で、同法第423条第1項の責任について、法令

に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結

することができる。
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定 変 更 定 款 案行 款現

第5章監査役及び監査役会 ＜本章削る＞

（監査役の定員）

反会社の監査役は、 7名以内とする。332条

（監査役の選任）

第33条監査役の選任決議は､議決権を行使すること

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。

’
（監査役の任期）

4年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。

2任期の満了前に退任した 台査役の補欠として選

とす~る。

（常任監査役）

竺常仔焦杳役若干名

を置く。

2日前までに発する

があるときは、この することができる。樋司を短

（監杳役会の決議の L

第37条監査役会の決議議は､法令に別段の定めのある

号合のほかは、監査役Q過半数をもって行う。
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款 変 更 定 款 案定現 行

（監査役会の議事録）

（監査役の責任免除）

法第426条第1項の規定によ

よって、同法第423条第1項り、取締役会の決議によって、

令の限度において免除することができる。
~~ ~

定により、

社外監査役との

ことができる。契約を締結する

;剛委員会

＜本章新設＞
~

（各委員の選定方法）

第31条本会社の指名委員会型監査委員会及び報酬委

受の中から、取締役

会の決議によって選定する。

（各委員会の権限等）~~
会及び報酬|委員会の各

の各委員会に関する事項は、
法
一委員会の権限その他

令又は定款のほか、

会規則による。

取締役会において定める各委員

第6章執行役

＜本章新設＞

（執行役の選任）

る。~
~
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現 行 款定 変 定 款 案更

（執行役の任期）

第34条執行役の任

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終

鷲最剃に招集され
る取締役会の終結の時までと

値匁 者の

残任期間堂回－とする。

そ表執行役及び役ｲ元
必ニニ必凡i
L

第35条取締役会の決議によって､代表執行役を選定

する。

2取締役会は、

を置くほか、 幸

その決議によって、執行役社長1名

名を置くことができる。

（執行役の責任免除

第36条

り、 f取

会社は､会社法第426条第1項の規定によ

受会の決議によって、同法第423条第1項

(執行役であった者を含む。 ）の責任を法

項の規定によ

423条第1項締役会の決議によって、

の執行役（執イニ

令の限度におし 'て免除することができる。

第6章計 算

（事業年度）

第40条 （条文省略）

（中間配当）

第42条 （条文省略）

第7菫計

（事業年度）

第37条 （現行どおり）

（中間配当）

第39条 （現行どおり）

算

阻一則

（監査役の責任 余に関する経過措置

重役

であった者を含む。 ）の行為については、なお変更

前の定款第39条第1項の規定を適用する。

＜本条新設＞
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第3号議案取締役13名選任の件

当社は、第2号議案「定款の一部変更の件」の承認可決を条件として、監査役会設置会社から指名委員

会等設置会社へ移行いたします。それに伴い、取締役全員（9名）および監査役全員（7名）は、本株主

総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役13名を選任いたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

現在の当社に
おける地位

現在の当社に
おける地位

候補者
番号

候補者
番号

名 氏 名氏

新任

社外

独立

さかき ばら さだ ゆき

〔胃荏~〕蒸茉 聖′9 代表取締役社長1 榊原定征

(一再在~）

社外 諦備瞳
独立

~

埜
壷
一
三

かず

q■■■■■

鈍
｛
示

代表取締役
副社長執行役員〔盲荏〕漁箇社外取締役 10

句

竺

…
こ ばやし てつ や

小林哲也
いな だ 毫

廷
垣

代表取締役
副社長執行役員

じ

~q■■■■■函社外

独立

社外取締役 11コ
ジ 稲田

~

諦

湖

錘

ささき しげ お すぎ もと やすし

新任 杉本 康 常任監査役社外監査役
1つ
｜竺4 佐々木茂夫

新任

社外

独立

か が あつこ やま じ すすむ

新任 山地 進 常務執行役員社外監査役 135 加賀有津子

株
主
総
会
参
考
書
類

新任

社外

独立

とも の ひろし
社外 社外取締役候補者【独立慨し独立役員候補者6 友野 宏

~

新任

社外

独立

たか まつ かず こ
フ
ノ 高松和子

~

新任

社外

独立

ない とう ふみ お

8 内藤文雄
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さかきばら さだゆき

候補者番号

榊原定征 新任 ＃…役候繍ゞ 当社様式の所有数
1 ｛生年月日) ,943年3月22日 “立繊員,属繍ゞ 当社との特別の利害関係

なし

なし

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

2002年6月東レ株式会社代表取締役社長

2010年6月同社代表取締役会長

2014年6月一般社団法人日本経済団体連合会会長

2014年6月東レ株式会社取締役会長

2015年6月同社相談役最高顧問

2017年6月同社相談役

2018年5月一般社団法人日本経済団体連合会名誉会長（現在に至る）

2018年6月東レ株式会社特別顧問(2019年6月退任）

〔重要な兼職の状況〕

・一般社団法人日本経済団体連合会名誉会長

・日本電信電話株式会社社外取締役

･株式会社ｼﾏﾉ社外取締役

・株式会社ニトリホールディングス社外取締役

・株式会社産業革新投資機構社外取締役取締役会議長

【取締役候補者とした理由】

グローバルに事業を展開する東レ株式会社の要職を歴任し､他の会社の社外役員にも就任しているほか､ 般社団法人日本経済

団体連合会会長を務めるなど､経営者として経験豊富であり、当社の経営全般に対する適切な監督や有益な助言をいただけるもの

と考えております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を

有していると判断しております。

これらの豊富な経験や識見および独立性を踏まえ、外部の客観的な視点から、取締役会の監督機能強化の役割を担っていただけ

るものと判断し、新たに社外取締役候補者とするものであります。

なお、榊原氏が業務執行者であった法人と当社との間には電力供給の取引がありますが、その年間取引額は、当社の連結売上高

の1％未満であります。
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おきはら たかむね

社外取締役候補者
…

独立役員候補者

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

なし

なし
、

４

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

2004年5月株式会社UF」銀行代表取締役頭取

2004年6月株式会社UF」ホールデイングス取締役

2005年10月株式会社三菱UF」フイナンシヤル・グループ常務執行役員(2008年4月退任）

2006年1月株式会社三菱東京UFJ銀行代表取締役副頭取

2008年4月同社代表取締役副会長

2010年6月株式会社三菱UF」フイナンシヤル・グループ代表取締役会長(2014年6月退任）

2014年5月株式会社三菱東京UFJ銀行特別顧問

2014年6月関西電力株式会社社外取締役（現在に至る）

2018年4月株式会社三菱UF」銀行特別顧問（行名変更) (現在に至る）

〔重要な兼職の状況〕

・株式会社三菱UF」銀行特別顧問

・損害保険ジャパン株式会社社外監査役

・株式会社オービックビジネスコンサルタント社外取締役
~

【取締役候補者とした理由】

グ､□－バルに金融サビスに係る事業を展開する三菱UF」フイナンシャル・グループにおいて要職を歴任し、他の会社の社外

役員にも就任するなど、経営者として経験豊富であり、当社の社外取締役に就任以降、幅広い経営的視点から、当社の経営に対し

て意見、助言をいただいております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を

有していると判断しております。

これらの豊富な経験や識見および独立性を踏まえ、外部の客観的な視点から、取締役会の監督機能強化の役割を引き続き担って

いただけるものと判断し、社外取締役候補者とするものであります。

なお、沖原氏が業務執行者であった法人と当社との間には電力供給の取引がありますが、その年間取引額は、当社の連結売上高

の1％未満であります。
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こぱやし てつや

社外取締役候補者

独立役員候補者

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

なし

なし

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

2007年6月近畿日本鉄道株式会社代表取締役社長

2015年4月近鉄グ､ルプホルディング､ス株式会社代表取締役会長（現在に至る）
2015年4月近畿日本鉄道株式会社代表取締役会長

2015年6月関西電力株式会社社外取締役（現在に至る）
2018年5月公詩ﾈ+岡法人関西経済連合会副会長（現在に至る）
2019年6月近畿日本鉄道株式会社取締役（現在に至る）
〔重要な兼職の状況〕

・近鉄グルプホルディングス株式会社代表取締役会長

・株式会社きんえい取締役

・三重交通グルプホールディングス株式会社社外取締役

・株式会社近鉄エクスプレス社外取締役

・株式会社近鉄百貨店取締役

・近畿日本鉄道株式会社取締役

・近鉄不動産株式会社取締役

･ KNT-CTホールディングス株式会社取締役

・公益社団法人関西経済連合会副会長

ム＆

【取締役候補者とした理由】

鉄道事業を中心に、多角的に事業を展開している近鉄グループにおいて要職を歴任し、他の会社の社外役員にも就任するなど、

社会インフラを担う企業の経営者として経験豊富であり、当社の社外取締役に就任以降、幅広い経営的視点から、当社の経営に対
して意見、助言をいただいております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を
有していると判断しております。

これらの豊富な経験や識見および独立性を踏まえ、外部の客観的な視点から、取締役会の監督機能強化の役割を引き続き担って

いただけるものと判断し、社外取締役候補者とするものであります。

なお、小林氏が現在または過去において業務執行者であった法人と当社との間には電力供給の取引がありますが､その年間取引
額は、当社の連結売上高の1％未満であります。

「ー旬
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囑冨｡|薩禿塗一
社外取締役候補者

~~独立役員候補者 当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

ｌ
し
し

な

な

新任

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

2006年5月大阪高等検察庁検事長（2007年7月退官）

2007年8月弁壽十普録（現在に至る）

2019年6月関西電力株式会社社外監査役（現在に至る）

〔重要な兼職の状況〕

・弁護士

・積水樹脂株式会社社外監査役

・岩井コスモ証券株式会社社外取締役

■
【取締役候補者とした理由】

大阪高等検察庁検事長その他の要職を歴任し、現在は弁護士として活躍されるなど、法曹として経験豊富であり、当社の社外監

査役に就任以降、コンブライアンスをはじめ幅広い視点から、当社の経営に対して意見、助言をいただいております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、 般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を

有していると判断しております。

佐々木氏は、過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが､上記の豊

富な経験や識見および独立性を踏まえ､外部の客観的な視点から、取締役会の監督機能強化の役割を担っていただけるものと判断

し、新たに社外取締役候補者とするものであります。！
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か が あ つ こ

社外取締役候補者

新任 （独立役員候補者
一

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

なし

なし、

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1987年4月株式会社プラス・ワン取締役（1989年3月退任）

2002年4月大阪大学大学院工学研究科助教授

2007年4月同大学院工学研究科准教授

2009年4月同大学院工学研究科教授（現在に至る）

2019年6月関西電力株式会社社外監査役（現在に至る）

〔重要な兼職の状況〕

・大阪大学大学院工学研究科教授

【取締役候補者とした理由】

民間企業における経験を経て、現在は大阪大学大学院教授として活躍されており、当社の社外監査役に就任以降、学識経験者と

して幅広い視点から、当社の経営に対して意見、助言をいただいております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を

有していると判断しております。

これらの豊三な経験や識見および独立性を踏まえ、外部の客観的な視点から、取締役会の監督機能強化の役割を担っていただけ

るものと判断し、新たに社外取締役候補者とするものであります。

なお、加賀氏が業務執行者である法人と当社との間には電力供給の取引がありますが、その年間取引額は、当社の連結売上高の

1％未満であります。
~
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ひろしとも の

友野宏 ”外廟繍役候繍ゞ
候補者番号

6 （生年月日) ,945年7月,3日 新任 ”…嬢補ゞ
当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

なし

なし

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

2005年6月住友金属工業株式会社代表取締役社長

2012年10月新日鐵住金株式会社代表取締役社長兼C○○

2014年4月同社代表取締役副会長

2015年4月同社取締役相談役

2015年6月同社相談役

2019年4月日本製鉄株式会社相談役（社名変更） （現在に至る）

〔重要な兼職の状況〕

・日本製鉄株式会社相談役

・住友化学株式会社社外取締役

・日本原燃株式会社社外取締役

【取締役候補者とした理由】

グローバルに事業を展開する住友金属工業株式会社および新日鐡住金株式会社（現・日本製鉄株式会社）の要職を歴任し、他の

会社の社外役員にも就任するなど、経営者として経験豊富であり、幅広い経営的視点から、当社の経営に対して意見、助言をいた
だけるものと考えております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を

有していると判断しております。

これらの豊富な経験や識見および独立性を踏まえ､外部の客観的な視点から、取締役会の監督機能強化の役割を担っていただけ

るものと判断し、新たに社外取締役候補者とするものであります。

なお、友野氏が業務執行者であった法人と当社との間には電力供給の取引がありますが、その年間取引額は、当社の連結売上高

の1％未満であります。
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たかまつ かす’ こ

社外取締役候補者

独立役員候補者

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

なし

なし

新任
１

Ｊ

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

2003年4月ソニーデジタルネツト｢フークアプリケシヨンズ株式会社代表取締役

2008年10月 ソニー株式会社VP環境推進センター長(2012年3月退職）

2013年4月公益財団法人21世紀職業財団業務執行理事兼事務局長

2020年4月同財団業務執行理事（現在に至る）

〔重要な兼職の状況〕

・公益財団法人21世紀職業財団業務執行理事

・日立造船株式会社社外取締役

聯
６
ｈ
、
、
１

｝

【取締役候補者とした理由】

公益財団法人21世紀職業財団の業務執行理事兼事務局長を務め、ダイバーシティに関して識見豊富であることに加え、グ､□－

バルに事業を展開するソニー株式会社の要職や同社の子会社の代表取締役を歴任するなど､経営者としての経験もあり、ダイバー
シティ経営をはじめ幅広い視点から、当社の経営に対して意見、助言をいただけるものと考えております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を
有していると判断しております。

これらの豊富な経験や識見および独立性を踏まえ､外部の客観的な視点から、取締役会の監督機能強化の役割を担っていただけ
るものと判断し、新たに社外取締役候補者とするものであります｡
一
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ないとう ふみお

社外取締役候補者

独立役員候補者

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

なし

なし

新任

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1990年4月神戸大学経営学部助教授

1995年4月同大学経営学部教授

2001年4月同大学大学院経営学研究科教授

2006年4月同大学名誉教授（現在に至る）

2006年4月甲南大学経営学部教授（現在に至る）

〔菫要な兼職の状況〕

・神戸大学名誉教授

・甲南大学経営学部教授

謬鑛 雰錯鋼

§
》
銅
葺
千
一
一

1

I~~W~、
【取締役候補者とした理由】

財務会計、監査業務、コーポレ トガパナンスなどの分野における学識経験者として経験豊富であり、財務会計をはじめ幅広い

視点から、当社の経営に対して意見、助言をいただけるものと考えております。

また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、一般株主と利益相反を生じるおそれはなく、独立性を

有していると判断しております。

内藤氏は、過去に社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが､上記の豊富な経験や識見およ

び独立性を踏まえ､外部の客観的な視点から､取締役会の監督機能強化の役割を担っていただけるものと判断し､新たに社外取締

役候補者とするものであります。

なお、内藤氏が現在または過去において業務執行者であった法人と当社との間には電力供給の取引がありますが､その年間取引

額は、当社の連結売上高の1％未満であります。 」と

５
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もりもと たか’

15,703株

なし

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1979年4月関西電力株式会社入社

2007年6月同社執行役員大阪南支店長
2009年6月同社執行役員お客さま本部副本部長、 リビング営業部門統括
201 1年1 1月同社執行役員企画宰痔
2012年4月同社執行役員総合企画本部副本部長、経営企画部門統括
2014年6月同社執行役員総合企画本部本部事務局長、総合企画本部副本部長、経営企画部門統括
2015年6月同社常務執行役員総合企画本部長代理（経営作画部門） 、総合企画本部本部事務局長
2016年6月同社代表取締役副社長執行役員
2020年3月同社代表取締役社長（現在に至る）
〔重要な兼職の状況〕
・株式会社かんでんエルハ ト代表取締役社長
・社会福祉法人かんでん福祉事業団理事長

【取締役候補者とした理由】

2016年6月に取締役に就任以降、経蛍企画宝、エネルギー・環境企画室、中間貯蔵推准ｷ日当、人財・安全推准幸ｷ日当、立地室

担当等を務め、これらの分野における幅広い識見を有するとともに、2020年3月から代表取締役社長としてリダシップを発

揮し、当社グルプの価値増大に貢献しております。

これらの経験や識見を踏まえ、当社の経営を担うにふさわしいと判断していることから、取締役候補者とするものであります。

みその とよかず

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

13,700株

なし

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1981年4月関西電力株式会社入社
2011年6月同社執行役員お客さま本部畠I本部長、営業企画部門統括
2015年6月同社常務執行役員お客さま本部長代理
2018年6月同社代表取締役副社長執行役員（現在に至る）

〔現在の担当〕

業務全般、営業本部長、コンブライアンス椎准宰ｷ日当、人財・安全推准宰杷当
立弛宰ｷ日当

【取締役候補者とした理由】

主に企画部門や営業部門における豊富な業務経験を有し、2018年6月に取締役に就任以降、営業本部長、人財・安全推進宰ｷ日

当、立地室担当、コンブライアンス樵准宰ｷ日当等を務め、これらの分野における幅広い識見を有するとともに、代表取締役として
当社グ､ループの経営を担っております。

これらの経験や識見を踏まえ、当社の経営を担うにふさわしいと判断していることから、取締役候補者とするものであります。
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いな だ こう

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

10,400株

なし

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1984年4月関西電力株式会社入社

2013年6月同社執行役員総合企画本部副本部長、CSR・経営管理部門統括、原子力・安全品質推進

部門統括

2015年6月同社執行役員総合企画本部本部事務局長代理､総合企画本部副本部長､CSR ･経営管

理部門統括､原子力･安全品質推進部門統括

2016年6月同社常務執行役員拝蛍企画幸ｷ日当、 |T戦略室相当

2018年6月同社取締役常務執行役員

2019年6月同社代表取締役副社長執行役員（現在に至る）

〔現在の担当〕

経堂企画室、エネルギー・環境作画室、行為規制担当、中間貯蔵推進担当、

T戦略幸ｷ日当

〔重要な兼職の状況〕

・東洋テック株式会社社外取締役

ｼで￥

勇

【取締f
羊に

戦略宰
見を有
これ

【取締役候補者とした理由】
主に|T部門や企画部門における豊富な業務経験を有し､ 2018年6月に取締役に就任以降､電力需給･取引椎准宰ｷ日当､ T
戦略室担当、経蛍企画室、エネルギ ・環境企画幸、中間貯蔵樵准ｷ日当、行為規制担当等を務め、これらの分野における幅広い識
見を有するとともに、2019年6月からは代表取締役として当社グループの経営を担っております。
これらの経験や識見を踏まえ、当社の経営を担うにふさわしいと判断していることから、取締役候補者とするものであります。

候補者番号

すぎもと やすし

杉本康
12 （生年月日) ,955年4月23日

当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

27,600株
÷－1

ノ｡､Lノ
新任

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1978年4月関西電力株式会社入社

2007年6月同社執行役員東京支社長

2010年6月同社執行役員経琿宰長

2014年6月同社取締役常務執行役員

2019年6月同社常任藍杳役（現在に至る）

曲

呼

執

郷

〃
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【取締役候補者とした理由】
主に経理部門における豊當な業務経験を有し、2014年6月に取締役に就任以降、原子燃料サイクル室担当（サイクル事業） 、
経理幸ｷ日当、調達本部長等を務め、これらの分野における幅広い識見を有するとともに、2019年6月からは常任監査役として当
社の監査を担っております。
これらの経験や識見を踏まえ、当社の経営を担うにふさわしいと判断していることから、新たに取締役候補者とするものであり
ます。

－60－



判鯉‘蕊〒 当社株式の所有数

当社との特別の利害関係

14,900株

なし
新任

■略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）

1980年4月関西電力株式会社入社

2008年6月同社執行役員滋賀支店長

2010年6月同社執行役員グループ経営推進本部副本部長、グループ経営企画部門統括

生活アメニティ事業部門統括

2016年6月同社常務執行役員ガス事業本部長（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】

主に秘書部門やグルプ事業部門における豊富な業務経験を有するとともに、2016年6月に常務執行役員に就任以降、ガス事

業本部長を務め、これらの分野における幅広い識見を有していることを踏まえ、当社の経営を担うにふさわしいと判断しているこ

とから、新たに取締役候補者とするものであります。

(注） 1 ．榊原定征、沖原隆宗、小林哲也、佐々木茂夫、加賀有津子、友野宏、高松和子および内藤文雄の各氏は、社外取締役候

補者であります。

2．当社は、沖原隆宗および小林哲也の両氏を、株式会社東京証券取弓所が定める独立役員として指定し、届け出ておりま

す。また、榊原定征、佐々木茂夫、加賀有津子、友野宏、高松和子および内藤文雄の各氏は、株式会社東京証券取引所が

定める独立役員の候補者であります。

3．友野宏氏は、当社の特定関係事業者である日本原燃株式会社の社外取締役であります。

4．事業報告「1 .企業集団の現況に関する事項(1)事業の経過およびその成果」に記載のとおり、当社の役員等が社外の関係

者から金品を受け取っていた問題および役員退任後の嘱託等の報酬に関する問題により、 2020年3月30日、当社は電気

事業法に墓づく業務改善命令に対する業務改善計画を経済産業大臣に提出しました。

現在、当社の社外取締役または社外監査役である沖原隆宗、小林哲也、佐々木茂夫および加賀有津子の各氏は、事前に

はこれらの問題を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会および監査役会等において、ガバナンスおよびコンプ

ライアンスの強化の視点に立った提言を行うとともに、これらの問題の認識後は、徹底した原因究明および再発防止に向

けた業務改善計画の策定に当たって提言を行うなど、その職責を果たしております。

〆司
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5．社外取締役候補者が過去5年間に他の株式会社の取締役または監査役に就任していた場合において、その在任中に当該
他の株式会社において法令または定款に違反する事実その他不当な業務の執行が行われた事実は、次のとおりであります。
小林哲也氏が株式会社近鉄百貨店の取締役として在任中の2018年10月に､同社は、優待ｷﾌﾄ送料の額の引上げに
関し、独占禁止法に違反する行為があったとして、公正取引委員会から排除措置命令および課徴金納付命令を受けまし
た。

佐々木茂夫氏が株式会社神戸製鋼所の社外監査役として在任中に、同社およびそのグループ会社において公的規格ま
たは顧客仕様を満たさない製品等につき、検査結果の改ざんまたはねつ造等を行うことにより、これらを満たすものと
して顧客に出荷または提供する行為など、同社グループが提供する製品、サービスに関する不適切な行為が行われてい
たことが、 2017年10月に公表されました。同氏は、問題の判明時には社外監査役を退任しており、また、問題の判明
まで当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会等において、企業としてのあるべき姿について、ある
いは法令遵守の視点に立った提言、注意喚起を行うなど、その職責を果たしておりました。

友野宏氏が日本原燃株式会社の社外取締役として在任中の2016年12月に、同社は、原子力規制委員会から保安規定
違反に関する報告徴収命令を受けました。同氏は、事前には報告徴収命令を受けるにいたる各種事実を認識しておりま
せんでしたが、日頃から取締役会等において、法令遵守の視点に立った発言を行っており、当該命令受領後も、徹底し
た調査および再発防止の指示を行うなど、その職責を果たしております。

6~社外取締役候補者が当社の社外取締役に就任してからの年数は、本株主総会の終結の時をもって、沖原隆宗氏は6年、
小林哲也氏は5年であります。

また、佐々木茂夫および加賀有津子の両氏は、現在、当社の社外監査役であり、社外監査役に就任してからの年数は、
両氏ともに、本株主総会の終結の時をもって、 1年であります。

7．当社は、沖原隆宗および小林哲也の両氏との間で、会社法第423条第1項の責任について、法令に定める最低責任限度
額を限度とする契約を締結しており、本議案において両氏の選任が可決された場合、当該契約を継続する予定であります。
また、榊原定征、佐々木茂夫、加賀有津子、友野宏、高松和子および内藤文雄の各氏の選任が可決された場合、各氏と
の間で、同内容の契約を締結する予定であります。

8．本議案が可決された場合、各委員会の構成を次のとおりとする予定であります。
指名委員会：榊原定征（委員長） 、沖原隆宗、小林哲也、高松和子、森本孝

報酬委員会：小林哲也（委員長） 、榊原定征、沖原隆宗、加賀有津子、森本孝

監査委員会：友野宏（委員長） 、佐々木茂夫、加賀有津子、内藤文雄、杉本康、山地進

~~
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<株主からのご提案全般に対する取締役会の意見＞

第4号議案から第29号議案までは、株主からのご提案によるものであります。

取締役会としては、第4号議案から第29号議案までの全ての議案に反対いたします。

株主からのご提案は、金品受取り問題等を踏まえた信頼回復、電源の考え方および原子力発電の安全性に関

するものが多くを占めておりますが、これらについて、取締役会は次のとおり考えております。

金品受取り問題等により株主のみなさまに多大なご迷惑とご心配をおかけいたしましたことを、あらためて

深くお詫び申しあげます。当社グルプは、先般策定した業務改善計画に掲げた、次の3つを柱とする再発防

止策を速やかに実行し、信頼回復に努めてまいります。

①「コンブライアンス体制の抜本的強化とコンブライアンスを菫視する組織風土の醸成」については、コンブ

ライアンスに係る監督機能を強化するために、委員長を社外委員とし、過半数を社外委員で構成する「コンブ

ライアンス委員会」を取締役会直下に新設し、外部の客観的な視点を重視したコンブライアンス体制の再構築

に取り組んでおります。また、コンブライアンス推進に係る基本方針等を網羅的に見直すとともに、コンブラ

イアンス等に係るトレニング､および研修の強化により、コンプライアンス意識の醸成・徹底に取り組んでま

いります。

②「工事の発注・契約に係る業務の適切性および透明性を確保するための業務運営体制の確立」については、

工事の発注・契約手続き等および寄付金・協力金拠出手続きについて、新たに設置した「調達等審査委員会」

が外部の専門家の視点で事後審査する仕組みを構築することにより、業務の適切性、透明性を確保してまいり

ます。

③「新たな経営管理体制の構築」については、取締役会の監督機能を強化すべく、執行と監督を明確に分離

し、外部の客観的な視点を重視した実効的なガバナンス体制を構築することを目的に、指名委員会等設置会社

に移行いたします。 「指名委員会」 、 「報酬|委員会」および「監査委員会」の法定3委員会は、過半数の委員

を社外取締役で構成することに加え、各委員長も社外取締役とするなど、外部の客観的な視点を取り入れま

す。

社会のみなさまからの信頼を再び賜わることができるよう、これらに全力を挙げて取り組んでまいります。
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電源の考え方については、 「エネルギーセキュリティの確保」 、 「経済性」および「地球環境問題への対

応」の同時達成に貢献するという観点から、安全確保を大前提に、国のエネルギー蟇本計画においても「菫要

なベスロ ド電源」と位置づけられた原子力発電を引き続き活用するとともに、再生可能エネルギーの開

発・活用を積極的に推進することとしており、これを両輪に、火力発電を有効に組み合わせることで、 「低炭

素」のリディングカンパニとして、バランスの取れた電源構成を実現してまいります。

原子力発電の安全性については、東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえた緊急対策に加え、安全対

策を多段的に確保する深居防護の観点から、安全対策の強化を実施しており、原子力規制委員会において安全

性が確認された原子力プラントについては、立地地域のみなさまのご理解を賜わりながら、早期に再稼動する

とともに、安全最優先で運転・保全に万全を期してまいります。

なお、株主からのご提案のうち、定款変更議案の多くは業務執行に関するものでありますが、機動的かつ柔

軟な事業運営を確保する観点から、具体的な業務執行については、従来は取締役会で、指名委員会等設置会社

に移行した後は、取締役会および取締役会から委任を受けた執行役が適宜決定していくことが相当であり、定

款で定めることは適当でないと考えます。

議案ごとの取締役会の意見については、それぞれの議案の後に記載しております。
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〈株主(28名)からのご提案(第4号議案から第10号議案まで)〉

第4号議案から第10号議案までは、株主(28名)からのご提案によるものであります。なお、提案株主(28名）
の議決権の数は、424個であります。

第4号議案定款一部変更の件(1)

▼提案の内容

「第1章総則」第2条中、 「本会社は、次の事業を営むことを目的とする。 」を「本会社は、エネルギ

ーの安全性と持続可能性実現のために、次の事業を営む。 」に改める。

▼提案の理由

すべての事業活動には、その目的が明記されなければならない。現在の定款第2条（目的）は、事業内容
を列挙しているにすぎない。当社のミッシヨンとしての事業目的、安全性と持続可能性の明記を提案する。
気候変動枠組条約COP21で採択された「パリ協定」は、すべての締約国が、産業革命以降の地球平均気
温の上昇を2℃未満、可能な限り1 .5℃に抑制する長期目標に合意した。さらに、 I PCCはC○2の排出

三を2050年頃までにゼロにするためには、増え続ける排出舅を2030年よりも前に減少に転じるべきと警告
した。世界の英知による脱炭素化が、若い世代の牽引によって動き出している。投資環境も大きく変化し、

石炭はじめ化石燃料に依拠する発電設備は投資回収できない座礁資産になりつつある。また、福島原発事故

処理は先が見えず、費用負担は天井知らずに高額化している。当社の存続・発展と出資者利益確保のため、
使命を明記する。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、経営理念において、安全最優先と社会的責任の全うを経営の基軸と位置づけております。それを

踏まえ、当社グループおよび役員・従業員の行動を方向づける基本的考え方を示す「私たちの基本姿勢」に
おいて、当社グループが社会の持続的発展に貢献していくことを明記するとともに、安全の確保を最優先に
することを人ひとりの基本的責務としております。

中期経営計画においても、 SDGs等のグローバルな社会課題の解決を通じて、社会の持続的な発展に貢
献していくことを宣言しており、特に気候変動問題への対応については、原子力発電と再生可能エネルギー

を両輪に、環境負荷低減への取組みを進めております。

第5号議案定款一部変更の件(2)

▼提案の内容

「第3章株主総会」第19条を以下のとおり変更する。

第19条株主総会における議事の経過及びその結果並びにその他法令に定める事項は、これを議事録に正確
に記載し一般に広く開示する。

▼提案の理由

取締役等の不正な金品受領はあってはならない。そのために株主総会の審議内容改善の一つとして、総会

において株主が発言した内容を議事録で確認できることは、討議を進展させる上での基本的な条件である。
株主が総会で発言した内容が、取締役会に正しく伝わっているのかどうかを確認できることも重要である。
ところが現在、作成されている議事録は総会の進行状況を要約したものであり、株主の質問は記載されてお
らず、何が討議されたのかを確認できるものになっていない。そのため議事録の正確な作成と開示を求める
ものである。

現在は、株主が手続きをした場合のみ議事録を請求することができる。一般の市民は請求することができ
ない。従って、ウェブサイト等で開示する必要がある。これは、株主以外の需要家や市民の信頼を得ること
にもつながるものである。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、法令に従い、議事の経過の要領およびその結果を記載した株主総会議事録を適正に作成し、備え

置いております。

第6号議案定款一部変更の件(3)

▼提案の内容

当社の定款に以下の「CSRに基づく事業運営」の菫を新設する。

第7=CSRに基づく事業運営

第43条本会社の社会的責任を果たすための対話の墓礎として、 '|胄報開示を進める。利害関係者の関心・

意見を把握し、対話の質を評価・改善するしくみをつくる。

▼提案の理由

！|胄報開示は対話の基礎である。当社への不信を解消していくためには、日常の対話、情報開示が重要であ

る。当社は、 「関西電力グループCSR行動憲章」を定め、グ､ループレポートの発行やウェブサイトでの情

報発信、直接対話などに取り組むとしている。しかし、さらなる情報の開示や納得のできる説明が求められ

ている。会社の最高意思決定機関である株主総会でさえも、役員による不誠実な答弁が繰り返されており、

対話が成立していない。自治体等の大株主の発言も、軽視されてきた。さらに、当社は、株主総会以外での

直接対話も忌避しており、対話の実施状況についても公表していない。

役員は、法的要求を満たしているから問題ないという趣旨の答弁をしてきたが、遵法は当然で、市民・株

主はまず対話の実現を求めている。 「CSR行動憲章」を実現しなければならない。そのため、利害関係者

の関心・意見を把握しつつ対話の質を高めるしくみの導入を提案する。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「関西電力グループCSR行動憲章」において、 「透明性の高い開かれた事業活動」をCSR行

動原則の－つとして掲げ、記者発表等を通じた積極的な情報発信や、ホームページ･ SNSなどを通じたコ

ミュニケションを展開するとともに、そこで頂戴した声を事業活動に反映するよう努めておりますが、第

三者委員会の報告書の指摘を真蟄に受け止め、今後、事業の透明性を一層高めるべく、業務改善計画を全力

を挙げて実行してまいります。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。
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第7号議案定款一部変更の件(4)

▼提案の内容

当社の定款に以下の「CSRに蟇づく事業運営」の章を新設する。

第7=CSRに基づく事業運営

第44条本会社の社会的責任を果たすための技術的・組織的基礎として、災害等に対して頑健な設備・事

業体制づくり、人材の育成・定着と技術の開発・継承を進める。

〆〆
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▼提案の理由

経営効率化の不適切な進め方が、当社の業務、競争力の基盤を損ねる傾向が見られる。当社の技術的・組

織的な基礎力が損なわれれば、自由化市場での競争はより困難になる。 2月に閣議決定された電気聿業法改

正法案で既存設備の計画的更新が義務化された。建設後40年－50年経過した老朽化が進んだ送電、配電設

備の更新が急がれる。特に市街地の配電設備（電柱、電線）の老朽化が進んでいる。更に協力会社の工事力

が低下しており、今後の災害対応や突発的な工聿が困難になりつつある。設備を支えるのは人であるが、若

年者の退職など、人材の喪失が懸念される。長年にわたる役員の金品受領が従業員のやりがいを著しく低下

させている。人は減るも仕事舅は変わらない。その結果、従業員は過重労働に追い詰められている。このよ

うな状況が改善されなければ、優秀な人材を失い、業務遂行・サービスに支障をきたし社会の信頼を得るこ

とも困難になる。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、これまでも設備の保全に万全を期し、安全・安定供給を全うするための設備・体制の構築に取り

組んでまいりましたが、電気事業法の改正内容も踏まえ、高経年化設備の計画的な改修や、平時における関

係者問の連携強化も含めた大規模自然災害への対応等、より強靱な設備・体制を構築するよう取組みを進め

てまいります。

また、従業員と経営層との間でのコミュニケーションを深めるなど、従業員一人ひとりのやる気・やりが

いに配盧しつつ、将来にわたる確実な業務遂行や技術・技能の継承・向上を図るため、グループ全体で人材

育成を進めるとともに、働き方改革・健康経営を推進するなど、人材基盤の強化を進めております。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。

第8号議案定款部変更の件(5)

▼提案の内容

当社の定款に以下の「CSRに基づく事業運営」の章を新設する。

第7=CSRに基づく事業運営

第45条本会社の社会的責任を果たすため、石炭火力発電関連の事業から撤退し、石炭火力発電所を新た

に稼働しない。

▼提案の理由

パリ協定のもと、世界は脱炭素化に向かっている。当社も、排出の多い石炭火力発電から2030年以前の

早期の撤退計画を策定するとともに、石炭火力発電に由来する電力の購入も中止し、2050年までにC○2

の排出ゼロに向けて明確な道筋をつける。日本はCOP25でも石炭火力発電で厳しい批判を浴びた。保

険・金融業界も石炭火力発電をリスクととらえ投資撤退を開始している。そのような中、当社は国内外で石

炭火力発電に這進し将来の経営リスクを増大させ、気候変動を加速させている。このことは地球社会の生存

を脅かすものである。激化する気候変動は今や「気候危機」ととらえられている。当社の電力設備と経営も

大規模災害のリスクにさらすとともに、市民の生活や経済活動を損ねるものである。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

石炭電源については、国のエネルギー基本計画において、高効率化・次世代化を推進するとともに、非効

率石炭のフェードアウトに取り組むことなどにより、長期を展望した環境負荷の低減を見据えつつ活用して

いくエネルギー源と位置づけられており、パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略においても、今後も

一定程度活用していく電源として整理されているものと認識しております。

当社は､将来の脱炭素社会への移行も見据えつつ、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,

64頁）に記載のとおり、引き続き、原子力発電と再生可能エネルギーに加えて、石炭を含めた火力発電を有

効に組み合わせることで、バランスの取れた電源構成を実現し、企業価値の向上に努めてまいります。

第9号議案定款一部変更の件(6)

▼提案の内容

当社の定款に以下の「調達・業務委託の適正化」の章を新設する。

第8章調達・業務委託の適正化

（調達・業務委託における入札・契約の検証および適正化）

第46条当社は、調達・業務委託における入札・契約の検証および適正化を図るため、総合評価方式を含

む競争入札による競争性・透明性の確保、統計的分析による予定価格の適正化および不正の防止、合理

的な根拠に基づいた随意契約とするための規則の制定・運用など必要な措置を講じ、実施状況の検証・

改善に取り組む。

▼提案の理由

当社における調達・業務委託契約が不透明であり、契約の適正性の検証が不十分であったことが、金品受

領問題の原因の－つとなっている。また、地元有力者等に原発立地のための役務を委託することは望ましく

ないと考えるが、仮に委託するとした場合でも、業務委託契約を行い、役務と報酬の滴rl|牛・透明性を確保

するべきであった。さらに、当社では、談合を誘発するおそれがある予算情報の業者への漏洩が常態化して

いた。談合を行った業者に予算胄報等を漏洩していたため、2014年には公正取引委員会から再発防止の申

し入れを受けていたにも関わらず、今回の金品受領事件にも関連して、工事の発注・契約等に係る事前情報

提供が行われていた。このような不適正・不透明な契約は、当社の利益を損ない、コンブライアンス違反の

温床となり、当社の社会的信用の失墜にもつながるものであるため、定款への追加を提案する。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,64頁）に記載のとおり、業務改善計

画に基づき、工事の発注・契約に係る業務、寄付金・協力金に係る業務の適切性および透明性を確保するた

めに、外部の専門家等で構成される「調達等審査委員会」を新たに設置し、工事の発注・契約案件等の審査

を行う仕組みを構築しております。

また、特定の個人や企業のみを対象とした工事の発注・契約等に係る事前情報提供、事前発注約束につな

がる個別の工事の発注・契約等に係る金額の開示等の禁止事項について、新たに社内規程に定めており、適

切に運用してまいります。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。
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第10号議案株式報酬制度廃止の件

▼提案の内容

「役員に対する株式報酬制度」を廃止する。

▼提案の理由

第三者委員会の報告書によれば「関西電力は2018年2月20日以降、金沢国税局による税務調査対応のた

め調査を開始し、同年6月22日には本件社内調査委員会の設置を決定」と記されている。

方、この株式報酬制度の導入を取締役会が議決したのは2018年4月。同6月の株主総会で承認された。

つまり不適切な金品提供が問題化する可能性を経営トップが知りながら、新たな報酬|制度の承認を株主に求

めていたことになる。

さらに翌2019年6月の株主総会後、 3人の原子力事業本部幹部を社内処分するどころか副社長や常務執

行役員等に昇進させた。

この制度の受益者要件として在任中に定の"非違行為（非行行為および違法行為） ”があってはならない

という条件があるが、今回の事件は取締役全体の責任であり、株式報酬を受け取れる資格者はいない。上層

部の長年にわたる不祥事で社会的信用を失墜させた。よって本制度の廃止を提案する。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

東京証券取引所が定めるコポレ トガバナンス・コ ドにおいて、経営陣の報酬については、中長期的

な会社の業續や潜在的リスクを反映させ、健全な企業家精神の発揮に資するようなインセンテイブ付けを行

うべきとされていることを踏まえ、当社は、当社グループの中長期的な企業業續向上と企業価値増大への貢

献意識を高めることを目的に、株式報酬制度を導入しております。

株式報酬制度は、中長期インセンテイブ報酬として多くの企業に導入されている制度であり、当社も適切

に運用してまいります。

なお、指名委員会等設置会社に移行した後は、取締役等の報酬について、株式報酬を含め、社外取締役を

過半数とする報酬委員会において決定いたします。
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〈株主(116名)からのご提案(第11号議案から第19号議案まで)〉

第11号議案から第19号議案までは、株主(116名)からのご提案によるものであります。なお、提案株主(116

名)の議決権の数は、953個であります◎

第11号議案剰余金処分の件

▼提案の内容

当期末における剰余金の配当について、会社側提案より1株あたり1円多くする。

▼提案の理由

当社は株主総会を軽んじている。一昨年の総会前には不正金品還流に絡んで、国税局の調査が入った。総

会直後の7月からは内部調査も始めた。その結果は内部で報告され、処分も行われた。また昨年の総会前に

は内部告発文書も届いた。しかし昨年の株主総会で不正今吊環流の説明、報告は一切なく、社外取締役にも

知らせなかったと報道された。昨年の総会で承認された取締役報酬の総額は5億円を超える。ここ3年間の

取締役報酬を全て会社に返金、それを株主への配当に当てることを提案する。

また昨年の株主総会で「様々なご意見をお持ちの社外の方々からのお求めに対しては、そのお求めに応じ

て、説明や意見交換を行ない、お客様にご理解いただけるよう努めている。今後とも個別に調整のうえ丁寧

に説明を行なっていく」と回答した。しかし現実は、福島事故前までは面談してきた団体との面談も拒否し

ている。株主総会での虚偽やごまかしは許されない。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は関西電力グループとして企業価値の向上を図り、株主のみなさまに対して経営の成果を適切に配分

することを基本とし、財務体質の健全性を確保したうえで、安定的に配当を実施することを株主還元方針と

しております。この方針に基づき、剰余金の配当につきましては、2019年度の業績および2020年度以降の

収支状況や、財務体質が引き続き改善しつつあることなど、経営環境を総合的に勘案し、第1号議案として

提案しております剰余金の処分案が最適であると考えております。当社としては、中期経営計画に掲げる取

組みにより、継続的に企業価値を増大させ、株主のみなさまのご期待にお応えしてまいります。
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第12号議案取締役解任の件

▼提案の内容

以下の取締役を解任する。

取締役 森本孝

▼提案の理由

1 原発立地のため、高浜町の特定の人物、業者から長年に渡って会長、社長を筆頭とする多くの役員が多

額の金品を受け取っていたことが発覚し、当社の信用を著しく失墜させたこと。

2束日本大震災による福島原発の大事故が延々と継続し、更なる被害と汚染が拡大する中、高浜原発、大

飯原発を稼働させ、我が国を亡国に導こうとしていること。

3 8年に渡って株主総会で当社の大株主である管内トップ3市､大阪市､京都市､神戸市から出された「再

稼働反対」 、 「脱原発」への株主提案や意見をことごとく無視し続けていること。

4 「脱原発」を求める電気消費者の圧倒的な声に全く耳を傾けないこと。

5原発依存によって経営悪化を招き、株価を低下させ、株主に多大な損害を与え続けていること。

6経営環境の悪化を従業員・下請け労働者の労働強化でしのぎながら、一方で不必要な役員・顧問・相談

役を多数抱え、不当に高い報酬を支払っていること。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

解任の対象とされている取締役は、金品受取り問題等を受け、お客さまや社会のみなさまからの信頼を再

び賜わることができるよう、新たな関西電力を創生していくとの不退転の決意で、業務改善計画に掲げた施

策の迅速かつ確実な実行をはじめとした緤蛍全般にわたる諸課題に全力を傾注して取り組み、取締役として

法令および定款に従い、忠実にその職務を遂行しております。

したがいまして、解任を求められる事由はありません。

第13号議案定款一部変更の件(1)

▼提案の内容

「第4菫取締役及び取締役会」に以下の条文を追加する。

（取締役の報酬個別開示）

第31条の2取締役の報酬、その他の金品の受領に対し、個別に開示する。

▼提案の理由

当社の幹部が高浜町元助役から金品を受領していた事件に対し調査に入った第三者委員の報告が3月14

日にあった。役職員75名が森山氏や取引先から総額3億6000万円の金品を受けとっていたことが判明した。

豊松秀己元副社長は総額1億1000万円相当を受領、役員辞任後も社員として月額490万円（うち追徴課税

補填30万円、電気料令値卜げの際の役員手当減額分の補填90万円）を受け取っていた。消費者には料金値

上げで赤字分を背負わせ、役員は減額された報酬を取り戻している。これが公需企業なのか。

2016年4月、40年超えの老朽原発高浜1 ， 2号機の運転延長のための書類を作成していた担当社員が自

死された。月200時間に及ぶ長時間労働の末のことだった。片や1億円を超える金品を受け取った豊松元副

社長は夜の町で豪遊していたと報じられた。こんなことが許されて良いのか。取締役の報酬を個別開示して

会社の透明化を計るべきだ。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

取締役の報酬については、従来から事業報告において、基本報酬、業績連動報酬および株式報酬という区

分ごとに総額を開示しております。

さらに、本年、経営の透明性を一層高める観点から、社内取締役に2019年度に支給した個別報酬額を開

示しております。また、基本報酬、業續連動報酬および株式報酬の支給割合ならびに業續連動報酬の役位別

基準額および算定方法も開示しております。

第14号議案定款一部変更の件(2)

▼提案の内容

当社の定款に以下の章を新設する。

第9章相談役、顧問及び嘱託

第47条経営の透明化を確保するため、相談役、顧問及び嘱託の役職を廃止する。

▼提案の理由

当社は、これまでの株主総会において顧問、相談役及び嘱託について明らかにしていない。株主の信任も

得ず報酬額も非公開でありながら経営に影響力を及ぼす可能性があるこれらの役職は、経営の透明性の点か

らも問題があり、東京証券取引所は2017年から報酬、業務内容の報告を求めている。2019年10月提出の

報告によると、相談役・森詳介（常勤、報酬有、 1年） 、顧問・藤洋作（非常勤、報酬|有、 1年）の2名を

経済団体における社外活動等の業務で置いている。藤氏は2005年退任以降13年、森氏は2016年から3年

現職にあるが、不正マネ還流が行われ、問題が明らかになり社内調査・報告がなされた当該時期を含め職

務内容は明らかではない。また不E令吊を受領した八木元会長が第三者委員会担当の嘱託だ。自身が調査の

対象である第三者委員会を担当するのは問題だ。経営の透明化を確保するため、相談役、顧問及び嘱託は廃

止すべきだ。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、その経験や人脈等を生かし、財界活動など、関西経済の発展、ひいては当社発展につながる社外

活動に従事してもらうことなどを目的に、必要に応じて、相談役、顧問、嘱託等を委嘱しております。

今後、役員を退任した者に相談役、顧問、嘱託等を委嘱する場合は、その委嘱の必要性ならびに業務内容
および報酬について、社外取締役を過半数とする指名委員会および報酬委員会ならびに取締役会において、

厳正に審議し、決定することにより、客観性を確保してまいります。
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第15号議案定款部変更の件(3)

▼提案の内容

当社の定款に以下の章を新設する。

第10章寄付委員会

第48条寄付委員会を設置し、審議内容と結果を公開し、寄付の公平性、透明性を担保する。
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▼提案の理由

企業が利益追求のみでなく、社会に与える影響に責任を持ち、消費者や投資家など社会全体からの要求に

対して適切な意思決定をすることが求められている。企業による寄付行為は企業姿勢をよく現わしている。

当社は高浜原発1号炉の設置許可が下りた翌年1970年から少なくとも14回、総額43億円、高浜町に寄付

をした。そのうち35億円が森山元助役在任期間に集中しており、個人の影響で寄付が決められていた疑いが

ある。－部は個人口座に振り込まれており、地域工作、利権や不正の温床になっていた可能性がある。当社

は過去に株主から寄付金について質問されても支出先・金額・時期など一切明らかにしてこなかった。高浜

町以外の寄付先については、今もなお全く不明である。

寄付の判断は経営陣任せで、効果の検証も明らかでない。これまでの寄付実態を明らかにするとともに新
たに支出基準を作る寄付委員会を設け、今後の寄付金情報を公開する事を提案する。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,64頁）に記載のとおり、寄付金等に

係る業務の適切性および透明性を確保するために、外部の専門家等で構成される「調達等審査委員会」を新

たに設置し、寄付金等の案件の審査を行う仕組みを構築しております。その審査概要について、当社は、適
宜公開してまいります。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。

第16号議案定款一部変更の件(4)

▼提案の内容

当社の定款に以下の章を新設する。

第11章他社が行なう原子力発電事業への出資・債務保証を禁止する。

第49条日本原子力発電株式会社（以下日本原電）が所有する原発の維持費を支出しない。

2 日本原電が所有する原発の再稼働のための出資、債務保証をしない。
3北陸電力が所有する志賀原発の原発維持費を支出しない。

▼提案の理由

2012年以降、当社は日本原電から電力供給を全く受けていない。しかし、原発維持費として支払ってい

る金額は、2018年度で193億円にのぼる。日本原電への受電なき支払いは当社だけでも8年間で約1500億

円になり、大飯1 ．2号の廃炉予定費用よりも多い。さらに当社は、運転開始から40年を超える東海第2原

発の安全対策費3500億円の－部を負担しようとしている。仮に東海第2原発が稼働しても当社が電気を受

け取ることはない。これは当社に受益もたらさない不当な出資だ。また本年に入って日本原電は、敦賀原発

2号の地質調査デターを書き換えるという改ざんを行なった。敦賀2号は原子炉直下に活断居が存在する

と疑われている原発だ。安全委員会の会合において明らかになったデータ改ざんで、日本原電は信頼でき

る発電事業者ではないことを露呈した。このような日本原電に原発の維持費の支出、出資、債務保証をして
はならない。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

日本原子力発電株式会社は、国内における原子力発電のパイオニアとして、原子力事業の発展に菫要な役

割を果たしており、近年は原子力発電所の廃止措置や使用済燃料の中間貯蔵に関する先駆的な取組みを進め

るなど、全ての原子力事業者にとって有用な知見やノウハウを蓄積していることに加え、 「低炭素」のリー

ディングカンパニーを目指す当社にとって非化石価値を有する電気を提供いただける重要なパートナーであ

ります。また、原子力規制委員会の指摘に真筆に向き合い、信頼回復に努めております。これらを踏まえ、

当社は、事業運営における同社の重要|生などを総合的に評価し、同社に対し、出資および債務保証を実施し

ております。

また、当社が受電を約している同社の敦賀発電所2号機、北陸電力株式会社の志賀発電所2号機は、新規

制基準の適合性審査など再稼動に向けた取組みが進められており、当社は、停止中の原子力発電所を安全に

維持管理するための費用など、必要最小限の費用を支払っております。

第17号議案定款一部変更の件(5)

▼提案の内容

当社の定款に以下の章を新設する。

第12章再処理禁止

第50条プルトニウムを取り出す危険でコストの高い再処理を行わない。

▼提案の理由

2021年度操業開始予定（延期は実に23回目）の六ヶ所再処理工場は、まだ原子力規制委員会で安全審杳

中である。再処理の過程で出てくる高レベル放射性廃液が223立方メートルある。廃液は発熱しているので、

電源喪失などで冷却に失敗すると約23時間で沸騰して蒸発拡散､場合によっては爆発する。東日本大震災の

時は外部電源が喪失したが、非常用デイーゼルが稼働した。もし津波などで非常用デイーゼルが損傷した場

合、放出された放射能の菫は福島原発事故の比ではなく、東日本壊滅の危機に直面していた。

プルトニウムを利用する高速増殖炉もんじゆは廃炉が決定した。日本は仏国の高速炉ASTRID計画に

200億円投じたが、高コストを理由にこの計画は停止したと報道されている。使用済核燃料を再処理せずに

そのまま直接処分するコストは再処理の半分になるという試算を原子力委員会が出している。

危険でお金のかかる再処理はしないことを提案する。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

原子燃料サイクルについては、国のエネルギー基本計画において、資源の有効利用、高レベル放射性廃棄

物の減容化等の観点から、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム等を有効利用する原子燃料サイ

クルの推進を基本的方針とすることとされており、引き続き推進してまいります。
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第18号議案定款一部変更の件(6)

▼提案の内容

当社の定款に以下の菫を新設する。

第13章贈収賄にかかるコンブライアンス

第51条公正な商習慣の範囲を超える贈答及び接待の提供は受けない。

2前項に規定する贈答及び接待の提供を受けた場合、全ての収支を会計帳簿に記録し保管する。
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▼提案の理由

当社は2002年に社長を委員長とするコンブライアンス委員会を設け、関連指針及びCSR行動原則を策
定、相談窓□も設けた。その窓□は直近の二年度に144件の相談を受けるも「菫大な違反が確認されたもの
はなかった」と報告した。しかし、この二年度を含む長期間、社長、会長他多くの幹部が高浜町の元助役か

ら多額の金品を受領していたことが税務調査を発端に発覚したが、当該委員長でもある岩根社長は「不適切

だが違法ではない」と釈明した。当社は業務改善計画を公表したが、八木岩根体制の当社に声援を送ってい
た榊原氏に経営刷新は期待できない。また規定や組織の改善も上場企業として当然備えるべきものをなぞり

直したに過ぎず、業務改善計画をもって金品受領問題の再発防止を担保できるとは思えない。よって、定款
に贈収賄にかかるコンブライアンスの章を敢えて新設し、当社が社会の信頼回復に取り組む姿勢を明示する
ことを提案する。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、金品受取り問題を受け、贈答や接待を受けてはならないこと等を社内規程に定め、その運用を開

始しております。さらに、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,64頁）に記載のとお
り、業務改善計画において、コンブライアンス体制の抜本的強化とコンブライアンスを重視する組織風土の
醸成に向けて、本規程のさらなる実効的な見直しを含め、広く再発防止策を策定し、取組みを進めてまいり

ます。その実施状況については、過半数を外部人材で構成する取締役会、コンブライアンス委員会等におい
て、外部の客観的な視点から検証し、必要に応じて追加的な改善策を策定、実施してまいりたいと考えてお

ります。

これらの取組みを確実に実施することにより、信頼回復に全力を尽くしてまいります。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。

第19号議案定款部変更の件(7)

▼提案の内容

当社の定款に以下の章を新設する。

第14章脱原子力推進委員会

第52条経営墓礁の健全化を図ることを目的として､脱原子力を推進するための脱原発推進委員会を設置

する。

▼提案の理由

本年4月からの電力自由化での発送電分離で、福島原発事故の損失は小売会社、新電力が立て替え、発電

会社に流れる仕組みができてしまった。容三市場が今後本格運用されれば、原発に毎年巨額の資金が支払わ

れることになりかねない。電力会社に経営努力を放棄させていた総括原価方式が電力自由化で改善されるど

ころか、よくわからないうちに消費者が負担をする構造になっており、新設の広域機関(OCCTO)によ

る国家統制電力会社化という最悪のシステム設計になっている。経営判断を必要としない今の当社は経産省

の単なる関電出張所でしかない。今のままでは、株主の利益を確保するための経営自由度が無く、資本主義

における株式会社とは言えない。当社が、経営的な自由度を奪われているのは、経営的なお荷物となってい

る原発を保有しているからであり、経営陣の誇持を示すためにも、当社は経営的に不安定な原発は廃炉とし、

今後稼働してはならない。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63, 64頁）に記載のとおり、原子力発電

については、安全確保を大前提に、引き続き活用してまいります。
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〈株主(3名)からのご提案(第20号議案および第21号議案)〉

第20号議案および第21号議案は、株主(3名)からのご提案によるものであります。なお、提案株主(3名)の

議決権の数は、998,304個であります。

第20号議案定款一部変更の件(1)

▼提案の内容

「第1章総則」に以下の条文を追加する。

（経営の透明性の確保）

第5条の2本会社は、社会との信頼関係を築くために必要な経営及び事業に関する情報を、原則全て開

示し、需要家をはじめとした社会の信頼及び経営の透明性を確保する。

▼提案の理由

電気聿業は、重要な社会基盤であり、高い公益性・公共性を有することから、電力会社は社会との信頼関

係を築いた上で事業を進めていかなければならない。したがって、需要家をはじめとした社会の信頼と経営

の透明性を確保するために必要な経営及び事業に関する'|胄報を、原則全て開示する必要がある。

役員等による福井県高浜町元助役からの金品等受領問題では、十分な情報開示がなされなかったことによ

り、需要家の信用失墜を招いたことから、今後は、定款において、需要家の信頼と経営の透明性を確保する

ために必要な情報を、原則全て開示することを明確に示し、説明責任を果たすべきである。

さらに政治家及び政治的団体等への寄付等の便益供与や、例えば「原子力規制委員会」等に携わる研究者

等に対する寄付その他の不正な金品の授受は一切行わないとともに、あわせて競争入札による調達価格の適

正化に努めることを会社の方針として明確に示すことが必要である。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「関西電力グループCSR行動憲章」において、 「透明性の高い開かれた事業活動」をCSR行

動原則の－つとして掲げ、その実現に努めておりますが、取組みが必ずしも十分ではなかったと考えており

ます。今後、事業の透明性を一層高めるべく、業務改善計画を全力を挙げて実行してまいります。

具体的には、本年3月に、社長が、当社グ､ループが誠実で透明性の高い開かれた事業活動を行うことに全

力を尽くすことなどを宣誓しており、その趣旨について、役員が率先垂範し、グループ全体に浸透させてま

いります。また、今後の指名委員会等設置会社への移行やコンブライアンス委員会および調達等審査委員会

の設置により、外部の客観的な視点による指導監督のもとで、適切な情報開示などを行ってまいります。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。 幹
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第21号議案定款部変更の件(2)

▼提案の内容

「第4章取締役及び取締役会」に以下の条文を追加する。

（取締役の報酬の開示）

第31条の3取締役の報酬に関する情報は個別に開示する。

▼提案の理由（提案株主（2名） 、議決権の数（724,793個） ）

関西電力が、脱原子力発電と安全性の確保、発送電分離や再生可能エネルギーなどの大規模導入といった

事業形態の革新に向けて現在の経営方針を大転換していくためには、安易な電気料金の値上げに繋がらない

よう徹底したコスト削減を図ることはもとより、経営の透明性を一居高めることが必要である。

電気料金に関しては、過去2回にわたり、 8府県と4指定都市から構成される関西広域連合から、電気料

金の値上げに対し申し入れを実施しているが、前回の値下げによっても値上げ前の電気料金には、まだ戻っ

たとは言えない。

また、令和元年度における本提案は、株主からの提案の中で最も高い4割を超える賛成を得ており、株主

のコストに対する意識は高いと思われる。

こうした状況も踏まえて、需要家へのコストに関する説明責任をしっかりと果たすべきであり、取締役の

報酬に関する情報を個別に開示すべきである。

▼提案の理由（提案株主（1名） 、議決権の数（273,511個） ）

関西電力が、脱原発依存と安全性の確保、地球温暖化の対応として、再生可能エネルギーの大規模導入や、

水素を含む次世代エネルギーの活用を行うなど、事業形態の革新に向けて現在の経営方針を大転換していく

ためには、徹底したコスト削減と経営の透明性を高めることが必要である。

このような中、市民・需要家の目線に立ち、取締役の個別の報酬開示は必ず行うべきである。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

取締役の報酬については、従来から事業報告において、基本報酬、業績連動報酬および株式報酬という区

分ごとに総額を開示しております。

さらに、本年、経営の透明性を一層高める観点から、社内取締役に2019年度に支給した個別報酬額を開

示しております。また、基本報酬、業續連動報酬および株式報酬の支給割合ならびに業續連動報酬の役位別

基準額および算定方法も開示しております。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。
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〈株主(2名)からのご提案(第22号議案および第23号議案)〉

第22号議案および第23号議案は、株主(2名)からのご提案によるものであります。なお、提案株主(2名)の

議決権の数は、724,793個であります。

第22号議案定款一部変更の件(1)

▼提案の内容

本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。

第15章脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新

（代替電源の確保）

第53条本会社は、原子力発電の代替電源として、再生可能エネルギの飛躍的な導入による自立分散型

電源の活用など、多様なエネルギー源を導入し、新たな発電事業を積極的に推進することにより、低廉
で安定した電力供給の役割を担う。

▼提案の理由

脱原発に向けて原子力発電所を廃止するために、当面の対策として、電力需要抑制に向けた取組みの強化

や他の電力会社からの電力融通などに加え、関西以外の| PP ･コジェネ買取を含むM&Aの強化等により

供給力確保に最大限努めるとともに、再生可能エネルギーの飛躍的な導入など多様なエネルギー源の導入を
図るべきである。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63, 64頁）に記載のとおり、原子力発電

について安全確保を大前提に引き続き活用するとともに、再生可能エネルギの開発・活用を積極的に推進

することとしており、これを両輪に、火力発電を有効に組み合わせることで、バランスの取れた電源構成を

実現してまいります。

第23号議案定款一部変更の件(2)

▼提案の内容

本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。

第15章脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新

（事業形態の革新）

第54条本会社は、電気事業を営むにあたって、多様な主体の自由・公正な競争により、原子力に代わる

多様なエネルギー源の導入を促進し、供給力の向上と電気料金の安定化を図るため、必要な法制度の整

備を国に要請し、可及的速やかに発電部門もしくは送配電部門の売却等適切な措置を講ずる。

▼提案の理由

脱原発の推進には、自由・公正な競争により多様なエネルギー源の導入を促進し、供給力の向上と電気料

金の安定化を図る必要がある。このため発電部門もしくは送配電部門の所有分離を速やかに進めるべきであ
る。

関西電力も、改正電気事業法の要請に応じるために、送配雪事業については100％出資の子会社である関

西電力送配軍株式会社へ法的分離を行っているが、所有分離により中立的な系統運用を行う事業主体として

確立させるなど、さらなる事業形態の革新に取り組み、近年深刻化する災害等にも対応した送配電事業の実
施と、競争的な市場環境の実現を図るべきである。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

送配雷事業の法的分離を含む改正電気事業法に墓づく電力システム改革は、真にお客さまの利益につなが

る最適な電力システムの実現を目指しているものと認識しております。

この最適な電力システムの実現のためには、 S (安全確保）を大前提とした、 3E (エネルギーセキュリ

ティの確保、経済性および地球環境問題への対応）の同時達成が不可欠であり、当社は、発電事業において、

「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,64頁）に記載のとおり、バランスの取れた電源

構成を目指してまいります。

また、送配電事業においても、 S+3Eを支えるために、最適な電力系統の実現を目指してまいります。

加えて、中立性確保に係る行為規制を確実に遵守することにより、中立的な系統運用の実現は可能であり、

当社は、その確実な遵守のための体制を整え、適切に対応しております。

当社は、発電部門または送配電部門の売却等は行わず、引き続き、バランスの取れた事業ポートフォリオ

を構築することでグ､ループ全体の企業価値の最大化に努めてまいります。

〈株主(1名)からのご提案(第24号議案から第28号議案まで)〉

第24号議案から第28号議案までは、株主(1名)からのご提案によるものであります。なお、提案株主(1名）

の議決権の数は、682,868個であります。

第24号議案定款一部変更の件(1)

▼提案の内容

本会社の定款に以下の菫を新設し、以下の条文を追加する。

第15章脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新

（脱原発と安全性の確保）

第55条本会社は、次の各号の要件を満たさない限り、原子力発電所を稼働しない。

（1） 論理的に想定されるあらゆる事象についての万全の安全対策

（2） 原子力発電所の事故発生時における賠償責任が本会社の負担能力を超えない制度の倉'｣設

（3） 使用済み核燃料の最終処分方法の確立

2本会社は、脱原発社会の構築に貢献するため、可及的速やかに全ての原子力発電所を廃止する。

3前項の規定により原子力発電所が廃止されるまでの間においては、他の電力会社からの電力融通や発

電事業者からの電力調達により供給力の確保に努めるとともに、電力需要を厳密に予測し、頁に需要が

供給を上回ることが確実となる場合においてのみ、必要最低限の能力、期間について原子力発電所の安

定的稼働を検討する。

▼提案の理由

原発に過酷事故が発生すると広範囲に回復不可能な甚大な被害が想定され株主利益を著しく棄損するだけ
でなく将来に過大な負担を残す恐れがあるため、今後、国民的議論を経て脱原発に向けた方針を確立すべき

である。使用済核燃料の中間貯蔵施設の候補地が未だ決まらない厳しい状況を真蟄に受け止め、関電は脱原

発に向け速やかに原発を廃止すべきであり、供給計画も原発が稼働しない前提で定めるべきである。

電力需要抑制の取組みを強化し代替電源の確保に努めた上で必要最低限の範囲で原発を稼働させる場合も、

万全の安全対策や有限責任の損害賠償制度、使用済核燃料の最終処分方法の確立等極めて厳格な稼働条件を

設定すべきである。

また、関電は国民の不安を払拭するためにも、国に対して原発再稼働判断と実効性ある避難計画の策定等

安全確保に係る責任体制の明確化を求めるとともに本提案を実行し十分な説明責任を果たすべきである。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,64頁）に記載のとおり、原子力発電に
ついては、安全確保を大前提に、引き続き活用してまいります。

原子力発電所の事故による賠償については、原子力損害賠償法および原子力損害賠償・廃炉等支援機構法

等に基づいて、事業者間の相互扶助や国の支援が可能となる仕組みが導入されております。

使用済燃料から発生する高レベル放射性廃棄物の最終処分については、国のエネルギー基本計画において、

国が前面に立って取り組むという方針が示され、国において処分地選定に向けた検討が進められており、科
学的特性マップが提示されたことを契機に全国各地で対話活動が進められております。当社としても、国お

よび事業の実施主体である原子力発電環境整備機構(NUMO)と連携してまいります。

第25号議案定款一部変更の件(2)

▼提案の内容

本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。

第15章脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新

（安全文化の醸成）

第56条本会社は、原子力発電に関する安全の確保について、日常的に個々の社員が真剣に考え、活発に

議論することを通じて、その質をより高め続けることのできる職場風土の醸成を図る。

▼提案の理由

原子力発電に関する安全確保の最終的な要素は、職員一人一人が安全性について常に自ら問い、疑問を公

式、非公式に拘わらずどのような場でも臆せず議論できる健全な職場環境であるが、こうした職場環境を醸
成することは経営者の責任であることから、こうした内容を定款に規定することにより、経営者の努力義務
を明らかにすべきである。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 2004年8月の美浜発電所3号機事故をはじめとする事故・災害の教訓を踏まえて、安全は全て

の事業活動の根幹であるとともに、社会から信頼を賜わる源であると考え、経営の最優先課題として掲げ、

人ひとりがそれぞれの職場において安全最優先の行動を徹底し、安全文化の醸成に取り組んでおります。
さらに、東京電力福島第一原子力発電所の事故から得た教計||を踏まえ、2014年8月に将来世代まで引き

継いでいく原子力安全に係る理念を社内規程として明文化し、これをもとに原子力安全に関する取組みを実

践し、安全文化の発展に努めております。

したがいまして、あらためて本提案のような規定を定款に設ける必要はないと考えます。
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第26号議案定款一部変更の件(3)

▼提案の内容

「第1章総則」に以下の条文を追加する。

（再就職受入の禁止）

第5条の3取締役及び従業員等について、国等からの再就職の受け入れはこれを行わない。

▼提案の理由

電気事業は、菫要な社会基盤であり、高い公益性．公共性を有することから、電力会社は社会との信頼関

係を築いた上で事業を進めていくことが必要であり、取締役のみならず従業員等についても、国等の公務員
の再就職受入や顧問等その他の名目での報酬支払いは行わないこととすべきである。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、経営環境や経営課題等から、当社の経営を担うにふさわしい取締役候補者を決定し、株主総会に

てご承認いただいております。

また、従業員等についても、高度な專門性や知見が必要とされる分野において、求められる要件を個別具
体的に設定したうえで、その要件を満たす人材を募集し、厳正なる選考のうえ、採用しております。

第27号議案定款一部変更の件(4)

▼提案の内容

「第4章取締役及び取締役会」第20条を以下の通り変更する。

（取締役の定員の削減及び過半数の社外取締役の登用）
第20条本会社の取締役は10名以内とし、その過半数を社外取締役とする。

▼提案の理由

関電が脱原発と安全性確保、発送電分離、再生可能エネルギー等の大規模導入、天然ガス火力発電所の新

増設といった事業形態の革新に向けて経営方針を大転換していくため、徹底したコスト削減と経営の機動性

向上が必要である。

また、国の責任体制が明確でない中、原発は司法判断により稼働が左右される不安定な電源として大きな
経営リスクを孕んでおり、より高度な経営判断が求められる状況であることから、取締役には直面する経営
課題に精通した外部人材を積極的に登用すべきである。

さらに役員等による福井県高浜町元助役からの金品等受領問題では、取締役会及び監査役会が十分に機能

しないなど、コーポレート ・ガバナンスが機能不全に陥ったことから、取締役会の経営監督機能を向上させ、

経営の客観性及び透明性を高めるため、指名委員会等設置会社へ速やかに移行するとともに、取締役のうち

社外取締役を過半数とすべきである。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,64頁）に記載のとおり、業務改善計画

に基づき、外部の客観的な視点を重視した実効的なガバナンス体制の構築に向け、取締役会の監督機能を強
化するため、第2号議案として提案させていただいているとおり、指名委員会等設置会社に移行することと

したうえで、取締役については、現下の経営課題に対処するために必要かつ適切な体制として、第3号議案

として提案させていただいているとおり、社外取締役を過半数とする13名の候補者からなる構成が最適であ
ると考えております。

第28号議案定款一部変更の件(5)

▼提案の内容

「第4章取締役及び取締役会」に以下の条文を追加する。

（取締役退任後の嘱託報酬|等の開示）

第31条の4取締役退任後の嘱託報酬契約等の有無、報酬額に関する情報は個別に開示する。

▼提案の理由

関西電力は、退任した取締役に対して、株主に開示することなく取締役在任時の報酬カット分を嘱託報酬

として補てんしていたことが、明らかになった。

過去の補てん報酬は全額が速やかに会社に返還されることは当然のこととして、今後は、不透明な退任後

の報酬の支払いを防止し、株主への説明責任を果たすために、取締役退任後の嘱託報酬契約等に関する情報

を個別に開示すべきである。
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○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

代表取締役社長等に限らず、取締役を退任した者に対する相談役、顧問、嘱託等の委嘱については、コー
ポレートガバナンス報告書において、その氏名、業務内容、勤務形態、報酬の有無等について開示するとと
もに、報酬の総額についても開示してまいります。

また、取締役を退任した者に相談役、顧問、嘱託等を委嘱する場合は、その委嘱の必要性ならびに業務内
容および報酬について、社外取締役を過半数とする指名委員会および報酬委員会ならびに取締役会において、
厳正に審議し、決定することにより、客観性を確保してまいります。

〈株主(1名)からのご提案(第29号議案)〉

第29号議案は、株主（1名)からのご提案によるものであります。なお、提案株主（ 1名)の議決権の数は、
41,925個であります。

第29号議案定款一部変更の件

▼提案の内容

本会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。

第15章脱原発と安全性の確保及び事業形態の革新

（脱原発依存と安全性の確保）

第57条本会社は、再生可能エネルギを最大限導入するなど原子力発電に依存しない、持続可能で安心
安全な電力供給体制を可能な限り早期に構築する。

2前項の規定による電力供給体制が構築されるまでの間において、原子力発電所を稼働する場合は、既
設の発電所等の活用による必要な供給力の確保と電力需要の低減に努めるとともに、原子力発電所の安
全性の確保と地域の住民の理解を得た上で、必要最低限の範囲で行うものとする。

▼提案の理由

金品等受領問題は過去からの原発事業の歪みが招いたとの反省に立ち、 リプレスを前提に次世代原子炉
の技術検討を進める中期経営計画を見直し、原発に依存しない電力供給体制を実現するための検討へと舵を
切る必要がある。そのことで社会課題を積極的に解決し持続的な発展に貢献するべきである。

福島原発事故を踏まえれば、ひとたび大事故が発生すれば市民生活や経済活動への影響は過酷なものとな
ることは明らかであり、再エネを最大限導入するなど原発に依存しない、持続可能で安心安全な電力供給体
制を可能な限り早期に構築していく必要がある。

第1項の電力供給体制が構築されるまでの間において原発を稼働する場合は、既設発電所等の効率的な活
用による必要な供給力の確保と電力需要の低減に努めるとともに、原子力規制委員会の規制基準を厳格に適

用することはもとより、更なる安全性の確保と地域住民の理解を得た上で、必要最低限の範囲で行う必要が
ある。

○取締役会の意見：本議案に反対いたします。

当社は、 「株主からのご提案全般に対する取締役会の意見」 （63,64頁）に記載のとおり、原子力発電
について安全確保を大前提に引き続き活用するとともに、再生可能エネルギーの開発・活用を積極的に推進

することとしており、これを両輪に、火力発電を有効に組み合わせることで、バランスの取れた電源構成を
実現してまいります。
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同封の議決権行使害用紙に議案に

対する賛否をご表示のうえ、ご返送
〆十公弐一I，
、／一t_きしIC

インターネットにより議決権を行

使される場合は、85頁の「インタ

ネットによる議決権行使のご案内」

をご確認くださいますようお願い

申しあげます。

行使期限

2020年6月24日（水曜日）

午後5時30分入力完了分まで

株主総会にご出席される場合は、お手

数ながら同封の議決権行使害用紙を

会場受付へご提出ください。

また、当日は本招集ご通知をお持ちく

ださいますようお願い申しあげます｡

株主総会開催日時

2020年6月25日（木曜日）

午前10時

行使期限

2020年6月24日（水曜日）

午後5時30分到着分まで

▼
議決権行使書用紙ご記入方法のご案内〆 、

第1号議案から第3号議案までは、

会社提案であります。

~~~~~■■■Ｉ・■■ 第4号議案から第29号議案までは、

株主からのご提案によるものです。

当社取締役会はそのいずれにも反対

しております。
l

、 ノ

代理人による議決権の行使
株主総会にご出席いただけない場合は、議決権を有する他の株主の方1名を代理人として株主総会にご出席いただくことができます。ただ
し、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

議決権の不統一行使
議決権の不統一行使は、他人のために株式を有する株主の方に限らせていただきますが、行使に当たっては、株主総会日の3日前までに、議

決権の不統行使を行う旨およびその理由を記載した書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

相反する議案の取扱い
第1号議案と第11号議案は相反する関係にあります。したがいまして､第1号議案および第11号議案のいずれにも賛成する旨の議決権の行使

をされますと、第1号議案および第11号議案への議決権の行使は無効となりますので、ご注意いただきますようお願い申しあげます。
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会社提案･取締役会意見にご賛同いただける場合
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インターネットによる議決権行使のご案内

| ~ ” ”スマートフォンからﾄフ パソコンから

議決権行使書用紙|記載のﾛｸｲ/ D､仮パスワ ドを入力する 議決権行使 https//evotetrmufg｡jp/L－となく、議決権行使サイト｜ ログ､イノノするﾋｰとができます サイト

1 議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。 1 議決権行使サイトにアクセスしてください。
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2議決権行使書用紙に記載された「ログイン|D･仮パスワード」
を入力しクリックしてください。
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※「QRコ ド」は株式会社デンソ ウェーブの登録商標です。

2以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
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QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。

QRコードを用いて再行使する場合、もしくはQRコードを

用いずに議決権を行使する場合は、右の「パソコンから」

をご確認ください。

4以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

※操作画面はイメージです。

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間午前9時～午後9時）

合は、到着日時を問わず、インターネットによる行使を有効なものと’

鍬

哩

臘

権行使で

、 ,鳥帯電話の操作方法な

問い合わせください｡ ユ

'ンターネッ
fソコンやス
．､太肥ﾅﾃ退会

ネッ トによる議決椎
1

－ドト フォ

右記に

書面とインターネットにより、二菫に議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インターネットによる行使を有効なものとし
て取り扱わせていただきます。
インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われた行使を有効なものとして取り扱わせていただき
ます｡

(轆罰g算窪裟穂藺籠景局鴎決権電子行使ﾌﾗｯﾄﾌｫ ﾑ｣にご参加の株主さまは､当該ﾌﾗｯﾄﾌｫｰﾑにより
議決権を行使することができます。
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株主総会会場ご案内
零㎡ 与互

I 茎 叩國r咽

会 場｜
ATCホール
大阪市住之江区南港北2丁目1番10号

《室 N

⑧

交通のご案内 ホテルフクラシア

大阪ベイ

●OsakaMetro南港ポートタウン線（ニユートラム）
「トレードセンター前」駅下車徒歩約5分

●｢トレードセンター前」駅までの主要アクセス

(1) JRをご利用の場合（大阪・天王寺方面から）
JR大阪環状線「弁天町」駅下車→OsakaMetro中央線
「弁天町」駅にて乗り換え→「コスモスクエア」駅下車→
OsakaMetro南港ポートタウン線に乗り換え→「トレード

センター前」駅下車

(2)OsakaMetroをご利用の場合（梅田・なんば方面から）
「本町｣駅にてOsakaMetro中央線に乗り換え一・ 「コスモ
「トレードセンター前」駅下車

■ホールへの道IIE(ATC2階平面図）

｢コスモ

大阪府

咲洲庁舎
テックス大阪イン

阪大』

ン

ト
ン
ツ

エ

ア
亀
ン

イ
‐
一
ハ
リ
壱
潤
蹄

~
謹

針
[ATC]

l蜂

云壬ヨ罠
ヤ
隅

、
南君

太陽のまち

公園

南
花
港

のまち公園
△

スクエア｣駅下車→OsakaMetro南港ポートタウン線に乗り換え→

＆

’
このエスカレーターで1階へ降り、

向かいのO's棟南館へお進みください。

○'S棟北館○'S棟南館

力へ三二．一
十 I

トレードセンター前駅』 南港ポ トタウン線 職識臘蝕懸鮒職嬢、幽榊…

橋連絡橋
大阪府咲洲庁舎方面

※当日は駐車場、駐輪場はご用意しておりませんので、ご来場には公共交通機関をご利用ください。

＊新型コロナウイルス感染拡大防止のための措置を講じる結果、ご用意で

きる座席数が例年より大幅に減少いたします。ご来場いただいてもご入きる座席数が例年より大幅に減少いたします。

塲いただけない場合がございます。場いただけな

る株主さまは、ご入場いただけない場合が＊発熱など 亙調不良が認められ

ございます。

ミックス
責任ある木質資源を
使用した紙
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